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◎開議の宣告 

○議長（真船正晃君） おはようございます。定足数に達しておりますので、直ちに本日

の会議を開きます。 

◎諸般の報告 

○議長（真船正晃君） 日程に入るに先立ち、議長より諸般の報告をいたします。 

   １５番矢吹利夫君から通院のため、本日の会議に遅参する旨連絡がありました。 

   以上、ご報告いたします。 

（午前１０時００分） 

◎一般質問 

○議長（真船正晃君） それでは本日の日程に入ります。 

   本日の日程は一般質問であります。 

   質問は、通告順に行います。質問は、会議規則第６３条の準用規定により、一問一

答方式で行います。また、質問時間は答弁も含め、１人につき約９０分以内を原則と

いたします。 

   なお、質問及び答弁は西郷村議会運営確認事項にのっとり、簡潔明瞭に努めるよう

お願いいたします。 

   それでは、通告第１、４番鈴木昭司君の一般質問を許します。４番鈴木昭司君。 

◇４番 鈴木昭司君 

          １．甲子高原こども運動広場について 

          ２．農業政策について 

          ３．農業振興について 

○４番（鈴木昭司君） おはようございます。４番鈴木昭司でございます。 

   通告に従いまして一般質問のほうを行わせていただきます。 

   まずはじめに、甲子高原こども運動広場についてということで、令和４年第２回定

例会の一般質問の中で観光行政についてということで、私のほう一度、甲子高原こど

も運動広場について一般質問のほうをさせていただくことがございました。そのとき

には、令和元年度、２年度、３年度の利用状況であったり、甲子高原こども運動広場

全体に対しての改善や管理状況のお話を伺いました。 

   私自身、今年度に入ってから何回か現地のほうを拝見させていただきましたけれど

も、残念ながら目に見えて分かるような改善が行われてはいなかったということで、

利用している方々の安全が確保されているのか、懸念されるところでもございます。

そこで再度、この甲子高原こども運動広場について一般質問のほうをさせていただき

ますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

   まずはじめに、令和４年度と令和５年度の利用状況を伺います。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） ４番鈴木昭司議員の一般質問にお答えいたします。 

   甲子高原こども運動広場の利用状況につきましては、令和４年度が１５３団体

４,９７３名、令和５年度１１月末現在で９７団体４,４８３名となっております。 
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○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君の再質問を許します。４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 令和４年度が１５３団体ということで、令和５年度のほうは

９７団体ということで団体数としたらちょっと少ないのかもしれませんけれども、人

数のほうはそんなに変わらないのかなと。前回確認したときには、令和２年度、３年

度なんかはもうすごい少ない人数でしたので、それに比べればコロナの影響が落ち着

いてきているのかなというふうに感じました。 

   以前はふくしま駅伝の西郷村チームなど、村内利用者、また県内や関東、東北を中

心とした県外からも陸上、フットサル、サッカー、アメフトなどの練習や合宿及び大

会の利用もあったということですけれども、現在はどのような方々が利用されている

のか伺います。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） お答えいたします。 

   今年度の甲子高原こども運動広場の利用状況につきましては、県内からの利用は中

学、高校陸上部の合宿、本村をはじめ、市町村駅伝チームと各種陸上団体の練習が主

な利用となっており、その他フットサルチームの練習や個人での利用となっておりま

す。 

   大会利用では毎年開催されております村内フットサルチームによる大会、並びに西

の郷クロスカントリー大会が主な利用となっております。さらに県外からの利用とし

ましては、中学、高校、大学等、陸上部の合宿利用が主であり、その他フットサルチ

ーム及びアメリカンフットボールの合宿がありますが、県外利用のほとんどが陸上競

技の合宿となっているところでございます。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） ほとんどが陸上競技の合宿ということで、トラックがあるのでや

はりそういうふうな感じになってくるのかなというふうに思います。 

   そこで甲子高原こども運動広場の利活用促進のためには、どのような方法でＰＲ活

動とか宣伝を行っているのかを伺います。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） お答えいたします。 

   利用促進での広報活動といたしましては、村に事務局を置きます白河甲子高原開発

協議会が、合宿誘致推進事業として村内体育施設を使用した団体への宿泊助成及び村

体育施設の案内パンフレットを毎年１月に送付しているところでございます。 

   昨年度の送付実績としましては、県内外１３２の高校、４９の大学、１２の体育関

係団体を含めた合計１９３の団体へ送付をしております。生涯学習課としましては、

体育施設の案内パンフレットを作成し、本推進事業へ提供をしております。その他広

報といたしましては、村ホームページに甲子高原こども運動広場のページを掲載して

いるところです。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 毎年１月に１９３団体ですか、パンフレット等を送付していると
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いうことで、そういった活動が実を結んで今年、令和４年度、令和５年度がこういっ

た団体数で利用されているのかなというふうに感じましたので、そのことに関しては

理解いたしました。 

   次の質問のほうにいきます。 

   令和４年第２回定例会の一般質問の中で、日光国立公園の区域内であるため改修方

法には制約があり、環境省及び県をはじめとした関係機関と協議をしながらどのよう

な対応が可能であるか検討し、安全でよりよい魅力ある施設となるよう、また財源と

なる補助金の活用についても調査してまいりたいと考えておりますと生涯学習課長よ

り説明がございました。この改修に関する関係機関との協議の内容を伺います。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） お答えいたします。 

   関係機関との協議内容につきましては、令和４年度において日光国立公園那須管理

事務所と協議を行い、落石防護柵の設置についての申請を行っているところでござい

ます。それによりまして、落石防護柵の設置と側溝内の土砂撤去及びフットサルコー

ト内への土砂の流入防止を行いました。 

   また、トラック内法面にテント、またはカーポートの設置を検討するに当たり、同

事務所に問合せを行った結果、事務所からの回答といたしましては、設置する場合は

事前に事業変更の協議を行い、許可を得た後に施工し、また景観に配慮した彩色のも

のを使用し、かつ当該地域に生息するものと同種の植物で植栽するエリアと、人工物

により対応するエリアとを組み合わせて施工することとの回答を得ているところでご

ざいます。 

   それを受けまして、カーポートの設置を検討いたしましたが、施工費用が高額であ

ること、強風及び積雪等、安全面の配慮、開けた場所に設置することによりまして、

落雷のおそれを踏まえ、現状設置には至っておりません。もって生涯学習課では、各

団体からの要望があった際は、簡易テントの貸出しにより対応することとしておりま

す。ですが、ほとんどの団体が自前のテントを持参していることから、そのような要

望につきましては現在まで受けていない状況にございます。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 国立公園ということもありまして、なかなか厳しい感じなのかな

と。その中でも落石防護の柵の設置とか、また、側溝内の土砂の撤去、これはもうほ

とんど毎年行っていかないといけないのかなと思いますし、また、フットサルのほう

のコート内のほうに、今回、土砂の流入防止を行ったということで、やはり本来であ

れば、テントとかカーポートのようなものが欲しいなという感じはいたしますけれど

も、この日光国立公園那須管理事務所ですか、そことの協議というのを定期的に行っ

ていただいて、またそういうものがチャンスが来るのであれば、そういったものを協

議していってほしいなと思います。 

   次の質問なんですけれども、またこの財源となる補助金の活用についても調査して

まいりたいと考えておりますという説明がありましたので、この改修に関する補助金
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活用の調査内容のほうを伺いたいと思います。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） お答えいたします。 

   スポーツ施設の整備には多額の資金が必要となりますが、この財源確保施策の一つ

としまして、国や独立行政法人等における各種助成制度がございます。甲子高原こど

も運動広場の改修で申請することが可能なものといたしまして、経済産業省で実施し

ている電源立地地域対策交付金、防衛省で実施している民生安定施設の助成及び特定

防衛施設周辺整備調整交付金、さらには独立行政法人日本スポーツセンターで実施し

ているスポーツ振興くじ助成などが挙げられます。また、きびたきの森トレーニング

コースでは、ウオーキングやハイキングのコース整備としまして、環境省で実施して

おります自然環境整備交付金など、各種助成及び交付金が挙げられます。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 経済産業省、防衛省、またの独立行政法人の日本スポーツセンタ

ーですか、それと環境省のほうということで、この補助金のメニューというのが幾つ

かあるのかなというふうに感じました。やはり、この施設の整備を行うときは、関係

機関とのしっかりとした協議でその補助金、交付金の活用をお願いして、よりよい施

設になっていただきたいなというふうに感じました。また、今説明していただいたこ

の交付金、また助成のほうですか、また、それ以外にも、もしかしたら今後様々な補

助金が出てくる、また見つけられるかもしれませんので、その辺も継続して調査のほ

うをしていただきたいなというふうに感じます。 

   それでは、４番の今後の管理方法や改修予定ということで、令和４年第２回の定例

会の一般質問の中で、生涯学習課長からの説明でトラック内では強風、突風が吹くこ

ともあり、冬の積雪等を含めた気候条件に対しましては、施設が耐えられない危険性

等もあることから、安全面を考慮しながらの検討が必要となりますというお話もあり

ました。様々なハードルをクリアしていかないと、安全で快適な環境を整備していく

のは難しいとは思うんですけれども、今後のこの管理方法や改善予定のほうを伺いた

いと思います。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） お答えいたします。 

   今後の管理方法、改善予定につきましては、来年度事業といたしまして、甲子高原

こども運動広場におきましては、既存駐車場の木柵及び階段手すり改修、それから、

競技場内南法面の落石防護柵の改修及び競技場内トラックとフットサルコートを結ぶ

進入路の改修を予定しているところでございます。 

   また、きびたきの森トレーニングコースにおきましては、合宿誘致の環境整備とい

たしまして、新たにコース内のウッドチップ年間整備を予定しているところでござい

ます。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） ただいまの説明ですと、改修の予定が３点ほどですか。今の感じ
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ですとということで、理解のほうをしました。 

   このこども運動広場におきましては、毎年多くの利用者がいますので、常日頃から

定期的な点検が必要不可欠だなというふうに感じております。また、必要に応じて改

修工事や環境整備も行っていかなければいけないと感じております。利用者の数が増

加したり、年数が経過すればするほど、改修工事等にかかる費用も増えてくるのかな

というふうに感じております。 

   ぜひとも補助金や交付金、こういったものを上手に活用していただいて、今まで以

上に利用していただけるようなＰＲポイントを一つでも増やしていくような取組も必

要になるのかなというふうに思うんですけれども、最後に村としてのご意見をお聞か

せください。 

○議長（真船正晃君） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（須藤隆士君） お答えいたします。 

   当施設におきましては、村内の体育振興を図る目的のほか、合宿地として周辺温泉

施設との関わりも深く観光施設としての側面もあることから、今後はより一層利用し

やすい施設づくりに力を入れて取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） そうですね。観光の面からもこの周辺の温泉施設というのもござ

いますので、今以上に魅力のある施設にしていただきたいと思いますので、今後とも

各関係機関との定期的な協議ですか、そういったことをしっかりと行っていった上で

の管理の下で、この施設の運営に当たっていただきたいなというふうに思います。 

   以上となります。 

   では、次の質問のほうに入っていきます。 

   農業政策についてということで、２番のほうに移りたいと思います。 

   西郷村の水田基盤整備事業について伺います。 

   西郷村の基幹産業の一つである稲作は、先人たちの努力で圃場を整備し、農作業の

効率化を図るために各地域で行われてきた水田基盤整備事業によって守られ、現在に

至っていると思います。しかしながら、この農業を取り巻く環境は年々厳しさを増し、

農業従事者の高齢化が進み、米価の下落に燃料や肥料の高騰で農業経営を断念せざる

を得ない農家が増えているのも現実にございます。 

   そういった背景の中で、昭和の時代から行われてきたこの西郷村の水田基盤整備事

業でありますが、近年水路の老朽化が進み、また、東日本大震災の発生により破損し

た水路も応急的な処置をしただけで、完全な修復をしていない水路も村内にはたくさ

ん見受けられます。 

   まず、西郷村の基盤整備事業の実施地区と実施年度のほうを伺います。 

○議長（真船正晃君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（相川哲也君） ただいまの鈴木昭司議員のご質問にお答えいたします。 

   西郷村の基盤整備事業の実施地区と実施年度についてのご質問でございますけれど

も、これまで村及び土地改良区にて実施をしておりました基盤整備事業でございます
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が、全部で１７地区となってございます。昭和３８年度から村の基盤整備事業がスタ

ートしておりまして、事業実施年度ごとに主な事業を抜粋して申し上げますと、まず、

真船字芝原地区から小田倉字上上野原地区及び上野原地区において実施されました台

下地区開拓土地改良事業でございますが、こちらは昭和３８年度から昭和３９年度の

事業実施期間で実施を行いました。昭和４０年代に入りますと、高速道路関連土地改

良事業といたしまして３地区が実施され、上新田地区が昭和４４年度から昭和４５年

度に、黒川・大清水地区が昭和４５年度から昭和４７年度に、米地区が昭和４６年度

から昭和４９年度の事業実施期間にて実施がされました。 

   昭和５０年代には、主に団体営ほ場整備事業といたしまして、真船地区が昭和

５０年度から昭和５４年度に実施をされまして、中島地区が昭和５４年度から昭和

５７年度に実施されました。同じく昭和５０年代後半には土地改良総合整備事業とい

たしまして、鶴生高助地区が昭和５６年度から昭和６０年度、山下地区が昭和５７年

度から昭和６２年度に実施がされました。平成に入りますと、災害関連区画整理事業

といたしまして、羽太中久保地区、真名子地区、中羽太地区を全て同じ期間で平成

１１年度から平成１２年度の事業期間で実施がされております。 

   最後になりますが、熊倉地区県営ほ場整備事業といたしまして、熊倉地区を平成

１４年度から平成２２年度の事業期間で実施がされております。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 今までに１７か所、西郷村でこの基盤整備のほうが行われてきた

ということで、今ほど抜粋して説明を受けました。これも早いところだと昭和３８年

ですから、もう私も生まれる前ですので、以前からやっていたのかなと思うと、もう

長い年月がたっているのかなというふうに感じております。 

   近年の気候変動によって集中豪雨災害、また猛暑の影響で米が高温障害によって品

質が低下し、農業経営に打撃を与えるケースが多く発生しております。昭和の時代に

計画し、施工された水路のサイズでは小さくて、集中豪雨では対応し切れず、水があ

ふれて被害を拡大させることも懸念されます。また、猛暑になれば多くの水を水田で、

高温障害を予防するために水を必要としますが、水路のサイズが小さいために全ての

水田に水が行き渡らないということが、この西郷村の水田でも起きております。 

   各地域でこういった調査をし、改善をしていくべきと思いますが、村としてはどの

ような考えを持っているのかお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（相川哲也君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   昨今の気候変動等による局地的な集中豪雨、いわゆるゲリラ豪雨や、令和５年夏の

記録的な暑さなど、異常気象の常態化が農業にも多大な影響を与えており、村としま

しても、今後１０年から２０年後を見据えた農環境を考えなければならないと危惧し

ているところでございます。 

   村として村内の各地区でどのような事象や問題等が発生しているのか、実際に田畑

等を利用している営農者の方々から確認、また、意見聴取等を行い、どういった対応
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ができるのか検討してまいりたいと思います。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） そうですね。営農者の方からの意見聴取が一番いいのかなという

ふうに感じます。 

   現在に至るまで、一度水田基盤整備事業を行ったエリアも含めてで結構なんですけ

れども、今後何らかの整備事業を実施する予定エリアがあれば伺います。 

○議長（真船正晃君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（相川哲也君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   今後の実施予定エリアでございますが、全体事業費は１,０００万円を超えるよう

な主な工事といたしまして、令和４年度から令和６年度の事業計画で、小田倉字黒

川・大清水地区の土側溝の水路に三面張りのコンクリート製品の整備をする計画して

おります。同じく令和４年度から実施しております。折口原駐在所跡地付近の折口原

地内にあります明治堀の水路改修を令和５年度に実施する計画でございます。 

   令和５年度から実施をしております小田倉字上上野原地内の太陽の国付近の村道

６号線沿いの土側溝の水路に、三面張りのコンクリート製品による整備を令和６年度

以降も順次整備する予定となってございます。 

   村といたしましても、各地区の農地や農業用施設等を全て把握することが難しいた

め、実際にそれらの施設等を利用されている営農者等の方々から要望等を受け、当該

地区の現地確認を行うことなどにより、現状や状況等を把握していることとなってご

ざいます。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 幾つかの予定があるということで、今回のこの定例会の補正予算

の中にも各行政区から等の要望が多数申請されているとして、農道、水路の整備、修

繕、維持管理の事業内容では予算を計上してありますけれども、多数の要望がないと

水路の整備や修繕は行われないのでしょうか。その辺を村の考えをお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（相川哲也君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   現在につきましては、要望箇所を優先に対応している状況でございますが、要望箇

所におきましても、現地確認を課内において、危険回避のための緊急性の有無や費用

対効果、修繕、改修等の施工性、また農業に携わる方々の使い勝手など、総合的に勘

案しながら優先順位を決定し、対応に当たっているところでございます。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 西郷村で実施されてきた水田基盤整備事業も実施されてからもう

４０年以上経過しているエリアというのが１０か所以上存在しております。地域によ

っては多面的機能支払交付金を活用して、応急的な維持管理を行っているところもご

ざいますけれども、少し大きな事業を計画すると金額の折り合いがつかずに断念した

り、計画を先延ばしにせざるを得ないこともあるようでございます。 

   やはり村や土地改良区が主導してエリアごとに大規模な修繕が必要だと思います。
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農業用水路の改修、維持管理について村の考えをお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 産業振興課長。 

○産業振興課長（相川哲也君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   農業用水路の改修、維持管理についてでございますけれども、古いものですと基盤

整備事業実施完了から５０年以上が経過している地区もございまして、コンクリート

水路の標準的な耐用年数に達しようとしている地区もあることから、今後は水路の劣

化状況等を判断し、修理や改修などが必要となることが想定されております。 

   村といたしましても、施設がこれから十数年先まで使用できるか、何らかの対策を

考えていかなければならない時期に来ているというようなことで認識をしております。

これらの基盤整備事業は特に工事の事業規模が大きく、村の単独費のみで対応がなか

なか難しい、困難なため、国や県、土地改良事業団など各関係機関等と協議や相談を

しながら、どのような対応が可能なのか検討していきたいと考えているところでござ

います。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） やはり年数の経過が多い順番で、水害や猛暑に対応できるサイズ

の水路の整備事業を計画的に行っていくべきと考えます。こういった問題や課題を先

延ばしにしていくと、これからの西郷村の農業を支えていく担い手も不足し、将来的

には荒廃した農地が増え、村の産業を失いかねない事態となります。どうかそうなら

ないように地域の問題や課題をしっかりと調査し、様々なプランをシミュレーション

しながら、時代背景に合った農業政策を実施していただきたいと思います。最後に村

長のお考えを伺います。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   今まで課長答弁しておりましたけれども、まさに議員が心配するとおりでありまし

て、村の基幹産業である稲作を行う上で、農道や水路などの農業用施設等の修理、改

修等を含めた維持管理は大変重要であると認識しております。 

   先ほども課長が答弁しましたように、まず第一に各地区の現状を把握することが重

要であると思います。また、各地域でどのような事象や問題等が発生しているか、実

際に農地を利用している農業者の方々の意見をしっかり聞きまして、先ほど議員より

ご指摘いただいた課題等の解決に向けて対応してまいりたいと思います。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 地域によって、やはりこの農業問題、様々な課題等ございます。

先週ですかね、ＮＨＫのＮＨＫスペシャルという番組で、食の防衛線という番組があ

りました。第１回目が主食の米に関すること、第２回に放送されたのが畜産農家に関

するということで、すごい内容の深い、現代の農業の問題点を洗い出したかのような

すごいいい番組でしたので、ちょっと再放送終わってしまったんですけれども、ＮＨ

Ｋのオンデマンドなんかを加入すれば再放送配信が見られますので、どうか執行部の

方々にはその番組、ぜひ見ていただいて、日本の農業の現状というのを知っていただ
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きたいなというふうに感じましたので、よろしくお願いしたいと思います。 

   次の質問のほうに移らせていただきます。 

   農業振興についてということで、西郷村の農作業労賃の水準額について伺いたいと

いうふうに思います。 

   今年９月の決算説明会のときに質問をさせていただきましたが、再度伺います。 

   私自身、農繁期には農作業のアルバイト雇用するときがありますけれども、一般農

作業であれば、まず水田の草刈り等というのが代表的な作業になるのかなというふう

に感じます。草刈りとはいっても真夏の暑い中での危険を伴う場合もございます。 

   西郷村の令和５年度の農作業労賃の水準額が一般農作業で１日１人当たり

７,５００円という水準額でした。西郷村の農作業労賃の水準額が果たして適正な水

準の額なのでしょうか。私個人の感覚ですとちょっと安いのかなというふうに感じて

おります。 

   過去５年間の一般農作業１日１人当たりの農作業労賃の水準額のほうを伺いたいと

思います。 

○議長（真船正晃君） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（鈴木弘嗣君） ４番鈴木昭司議員のご質問にお答えいたします。 

   西郷村農業委員会が決定した過去５年間の農作業労賃の一般農作業１人当たりの単

価でございますが、平成３０年度から令和４年度まで同額となっており、税抜き

７,０００円でありました。議員がおっしゃるとおり、令和５年度は５００円アップ

し税抜き７,５００円となっております。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） ちょっと金額がやはり安いのかなというふうに感じております。

なぜこの長期間にわたってこのような低賃金になっていたのか、根拠のほうを伺いた

いと思います。 

○議長（真船正晃君） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（鈴木弘嗣君） お答えいたします。 

   農作業労賃の水準額ですが、事務局のほうで案を作成し、農業委員会総会の中で農

業委員及び農地利用最適化推進員の皆様の意見を聞いた上で決定する形となっており

ます。 

   過去の総会資料を確認したところ、当時は物価上昇の影響もほぼなく、福島県の最

低賃金もさほど影響ない範囲だったため、事務局が案で示した水準額は前年のものと

同じ金額となっておりました。事務局が前年と同額の水準額を提示し、農業委員会総

会にて意見を伺って、さらに近隣市町村とある程度足並みをそろえる形で水準額を決

定していたため、何年も同じ水準額となっていたと考えております。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） 近隣市町村との足並みをそろえるということですけれども、そう

いうことですと、以前、私、一般質問の中で何回か名称を出させていただいている白

河地方農業振興推進協議会という地域の農業振興を推進する協議会があると思います。
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こういった協議会を通じて、真剣に意見交換や問題解決に向けた協議を行えば、白河

地方全体で適正な水準額を示すことができると思いますけれども、そういった協議は

今まで行ってこなかったのでしょうか、伺います。 

○議長（真船正晃君） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（鈴木弘嗣君） お答えいたします。 

   そういった協議は行っておりません。この農作業労賃の水準額につきましては、あ

くまで各自治体の農業委員会が決定し、目安として情報提供するものになります。議

員がおっしゃるような広域で水準額を決めるとなりますと、現在、近隣市町村の中で

全体的に高い水準額となっている当村の水準額が、ほかの自治体に合わせ、低い水準

額となってしまうことも懸念されます。具体的に申し上げますと、ロータリーによる

田畑耕起の水準額ですが、当村では１０アール当たり６,５００円となっております

が、ほかの自治体ですと５,５００円から６,０００円のところが多く、田植ですと、

当村では１０アール当たり６,５００円で、ほかの自治体ですと６,０００円や

６,２００円の地区があります。そのため、事務局としましては、今後も西郷村独自

で水準額を決めていきたいと思います。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） この金額でも西郷村のほうが水準額が近隣よりもちょっと高いと

いうことで、ちょっと驚きます。 

   やはり、地域の農業振興を図っていくためには、幅広い意見を取り入れ、時代背景

に見合ったスピード感と柔軟な対応が求められると感じております。今後、農作業労

賃の水準額の改定について、どのような取組を行っていくのか、村の考えをお伺いい

たします。 

○議長（真船正晃君） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（鈴木弘嗣君） お答えいたします。 

   農作業労賃の水準額の決定について、幅広い意見を取り入れることは当然必要だと

考えております。現在、世界情勢の影響により、あらゆるものの値段が上昇しており、

農業振興の観点からも農業従事者が不利になる水準額は決して好ましくありません。 

   令和６年度の水準額につきましては、今月１８日の農業委員会定例総会で決まる予

定となっておりますが、事務局としましては依然として高止まりが続く肥料や燃料代、

そして今年１０月１日付で福島県の最低賃金、時間額の改定があり、１時間当たり

４２円アップし、９００円となりましたので、それらを総合的に判断しながら水準額

の案を作成していきたいと考えております。それをもとに総会にて農業委員、推進員

から意見をいただき、現状に見合った水準額を決定していきたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君。 

○４番（鈴木昭司君） ぜひとも農業委員会の皆様から意見を聴取するということですの

で、建設的かつ活発な意見を協議していただいて、時代背景に合った適正な農作業労

賃の水準額というのを示していただきたいと思います。 

   以上で私の一般質問は終わりとしていたします。ありがとうございます。 
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○議長（真船正晃君） ４番鈴木昭司君の一般質問は終わりました。 

   次に、通告第２、１２番藤田節夫君の一般質問を許します。１２番藤田節夫君。 



－22－ 

◇１２番 藤田節夫君 

          １．まきば保育園民営化計画について 

          ２．高齢者福祉事業について 

          ３．自転車用ヘルメットの購入補助について 

○１２番（藤田節夫君） １２番、日本共産党の藤田です。通告に従いまして一般質問を

行います。 

   はじめに、まきば保育園の民営化計画について伺います。 

   １０月３１日に開催された全員協議会で、まきば保育園の民営化計画の説明があり

ました。民営化の目的として保育サービスの質の向上と継続性、待機児童の解消、並

びに財源の計画的確保のために村立まきば保育園を民営化したいとの説明でありまし

た。もしこれが実施されることになれば、村内の公立保育園は全てなくなります。 

   児童福祉法第２条では、地方公共団体は児童の保護者と共に児童を心身ともに穏や

かに育成する責任を負うことになっております。また、村は安定した保育サービスを

提供する責務があります。今回の民営化計画の目的をまずはじめにお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） １２番藤田節夫議員の一般質問にお答えいたします。 

   なぜ民営化を行うのかとのご質問ですが、西郷村第４次総合振興計画において、持

続可能な村づくりの推進として、効果的、効率的な施策、事業の推進、健全な財政運

営を施策として定めております。さらに西郷村行政改革プラン２０２２においては、

基本理念を未来につなぐ効果的で持続的な行財政運営とし、５つの改革の柱、仕事の

改革、職員の改革、働き方改革、歳入歳出面の改革、持続可能な社会に向けた取組を

掲げており、そのうち働き方改革の中で民間活力を導入し、公的負担の抑制を図り、

経済・財政一体改革の推進を図ることとされております。 

   公立保育園の運営費は、利用者の保育料と村の負担金で賄っており、これまで以上

の保育サービスを含めた様々な子育て支援を実施していくためには新たな財源につい

ても確保する必要があります。また、民営化により公共性の部分を一部継承しつつも、

民間ならではの多方面に及ぶ事業実績からの様々なノウハウ、発想力、人脈を取り入

れることにより、幅の広い保育運営と、昨今増加する特別な配慮を要する声の適切な

支援、さらに地域連携による保育支援事業の展開など、多様化する保育ニーズに対し、

柔軟な対応が可能となると考えております。 

   以上が民営化計画を進める目的となります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君の再質問を許します。１２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 今、目的というものを課長のほうからお伺いしましたけれども、

民間にすることで保育内容が充実し、職員の処遇改善が図られ、職場環境の向上が図

られるとのことですが、私はそうは思いません。民営化することで、事業主は当然も

うけを追求することは当たり前のことで、子どもたちに質の高い保育や保育士の処遇

改善などは期待できません。 

   実際、民営化が進んでいる東京などの保育状況を見ると、短時間勤務のパート労働
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者と派遣保育士が中心となり、保育士の入れ替わりも激しく、担任の先生がころころ

替わり、安定した保育園生活ができず、発達段階にある子どもたちに与える影響は計

り知れないと言われております。また、経営している企業の倒産などで、保育園に朝

預けに行ったら園が閉まっていたというふうな新聞報道もあります。 

   民間活力の導入などと言って子どもを犠牲にさせないでほしいと思います。公立保

育園であれば保育士の雇用も安定し、親も子どもも安心・安全な環境で保育サービス

ができると思いますが、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） 藤田議員の再質問にお答えいたします。 

   民営化するメリットでありますが、例えば公立保育園には直営だからこそ持てる

様々な機能、役割、人員体制、職員の処遇、必要とされる施設整備などがあると考え

ます。しかし、民営化することにより、先ほどの答弁でも申し上げましたが、公立保

育園から引き継がれる公共性の部分を一部継承しつつ、地域の子育て支援事業、特別

な配慮を要する子どもの保育など、必要とされる保育ニーズの事業、公立が子どもフ

ァーストに対し、民間は子どもファーストに加え、保護者への保育サービスに対する

柔軟な対応が可能となることや、職員の処遇改善が図られるとともに、職員の格差が

なくなり、職場環境の向上が図られるメリットがありますので、質の向上が図られて

いくものと考えております。 

   また、もう一つのメリットとして財政効果があります。公立の場合、園の運営費は

村が全て負担することとなりますが、民設民営化により国・県からの法定分の負担が

受けられるようになります。これにより村の負担額が縮小し、差額の財源を他の子育

て施策等に活用することが可能となります。 

   今後の村に求められる役割は、多数のニーズに応えるということも必要ですが、多

数ではないニーズ、より困難なニーズに対しての支援事業の実施により必要であると

考えておりますので、民間により確保できる財源を活用し、ニーズに応えられる事業

を展開していく考えでおります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 今、課長、メリットについてお話がありましたけれども、一部

全然分からない部分もあるし、最大のメリットというのは、村として民営化すること

で財政効果が上がるということですけれども、当然今の国のやり方だと、結局は公立

をやっているところには交付金は出ない。民営化になると国からのお金が出るという

ことで、そのことでメリットがあるということを言っているんだと思いますが、政府、

自民党はこれまで子ども・子育て支援制度を導入し、市町村の公的責任を後退させ、

規制緩和と企業参入を拡大してきました。その結果、保育園内での事故等が増加する

など、保育の質の低下が大きな問題になってきております。 

   私は保育士の雇用の安定や保育士の確保、子どもの安心・安全な保育環境を考えれ

ば、村が責任を持って保育園を運営するべきと思っております。 

   これは村長に聞きたいんですけれども、村の財政効果が上がるということなんです
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けれども、今、村では本当に財政的に危機なのか、不交付団体にもなっておりますし、

さらには財調だってそんなに悪い状況ではないと思うんですけれども、なぜ子どもを

犠牲にしてまでそういった民営化をやるのか、民営化でいいことは私ないと思うんで

す。この近辺の民営化されているところと、村立まきば保育園の実情を聞いてみても、

やっぱり民営化の保育士は休暇、自分で休みたいときにも休めない。これはやっぱり

保育士が足りないからなんです。公立保育園の保育士に聞いてみると、休みは希望し

た休暇は取れますよ、現在でも。そういうときの差があるんです。この民営化と公立

保育園では。そうなるとやっぱり子どもに影響してくるんです。保育士も集まらない。

そういう状況が今の状況なのかなと思うんで、ぜひ、経済的効果云々というよりも、

村の子どもたちをみんなで育てていく、そういった観点で、私は民営化はするべきで

はないと思いますけれども、この辺は村長の考えをお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   民営化による財政効果が図られる、それだけじゃあるまいという、そのとおりであ

りまして、私は民営化で丸投げするわけじゃなくて、しっかりその協定を結んでやっ

ていくという考えがあります。子どもを犠牲にするということは、まさしくそういう

ことはあってはならないことでありますので、浮いた財源をしっかり子育てサービス、

質の向上につなげていきたいということでありますので、ご理解を賜りたいと思いま

す。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 新しい保育園は、何ていうんですか、公私連携型ということで、

村民の意見を重々取り入れてもらって、それで運営していくということなんでしょう

けれども、またこれは後で私出ますけれども、ただその公私連携といっても、民営化

するわけですから、民営化するほうとしては、どうしてももうけが考えられます、当

然。村の要望を全て聞くと言うけれども、本当に全て聞いてやるのか、それは村では

国からの補助金というか、交付金が出ればいいとは思うんですけれども、やるほうは

なかなか見つからないのかなとは思います、こういう方法では、それは置いておいて。 

   これは今言いましたけれども、全員協議会の説明の中でも、公私連携型保育方式で

プロポーザル方式にて法人を募るということでしたが、この法人はどのぐらいの範囲

で、村内なのか、全国的に公募するのかお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） お答えいたします。 

   公募する法人の範囲、要件に関するご質問ですが、はじめに法人の範囲につきまし

ては、公益性を持ち、営利を一義的な目的とせず認可保育所を現に運営するまたは運

営できる社会福祉法人、学校法人、特定非営利活動法人などを範囲とします。 

   次に要件に関しては何項目か規定する予定ですが、代表的なものとしては児童福祉

事業に識見を有し、公私連携型保育所とそこで実施する様々な子育て支援に関する事

業を運営するために必要となる十分な資力、技術的能力等を有し、継続的に安定した
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事業を遂行できる法人といたします。 

◎休憩の宣告 

○議長（真船正晃君） ただいま１２番藤田節夫君の一般質問の途中でありますが、これ

より午前１１時２０分まで休憩いたします。 

（午前１１時００分） 

◎再開の宣告 

○議長（真船正晃君） 再開いたします。 

（午前１１時２０分） 

○議長（真船正晃君） 休憩前に引き続き一般質問を続行いたします。 

   １２番藤田節夫君の一般質問を許します。１２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 企業、どんな企業かということなんですけれども、この範囲が

村内の法人なのか、全国的に募集して募るのか。その辺のことをお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） 再質問にお答えいたします。 

   現段階におきましては、広く公募したいと考えており、県内、県外の範囲について

は決定しておりません。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） まだそこまで至っていないということで了解します。 

   民営化により私たちの要求や処遇改善、今問題になっている配置基準の見直しなど、

直接介入できないと思います。課長は、今の話では、公私連携型保育方式を採用する

ことで村と法人が協定を締結すれば、人員配置や処遇改善など、法人に対して要望、

指導、指示することができるということですけれども、そういったことで理解してよ

ろしいんでしょうか。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   まきば保育園の民営化計画における民設民営化方針については、児童福祉法第

５６条の８に定めている公私連携型保育方式を採用する予定です。この方式は市町村

が設置、運営主体である民間法人と連携し、設置の支援を行うとともに、人員配置や

提供する教育、保育など、運営に関与し、適正な運営が行われるよう村と法人とが協

定を締結し、運営を行う保育所の方式を言います。法人との間で協定を締結し、保育

運営を行っていくこととなりますので、協定の中に含めた事項に関しては村が関与す

ることが可能となります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 保育士の労働条件や配置基準など、こういったこともその協定

基準の中の事項に含めることが可能なのかどうなのか、お伺いします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） ただいまの質問にお答えいたします。 

   人員配置や処遇改善などに関する事項を協定書に含めて締結を行えば、それらに対
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して法人に要望、指導、指示を行うことができるようになります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） それらの事項を協定の中に含めればできるということですけれ

ども、なかなか簡単なことではないと思うし、国の施策も当然ここに入ってくると思

いますので、そういったことを入れるか、入れないかはまだ決定もしていないので分

からないということだと思うんですけれども、次に進みたいと思います。 

   現在在籍している保育士の正職員及び会計年度任用職員の処遇について伺います。

正職員は２年から３年程度派遣とし、そのまま残り、業務の引継ぎなどを行うとのこ

とですが、その後はどのように考えているのか伺います。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   民営化における現在の保育士の処遇に関するご質問ですが、はじめに正職員につき

ましては、２年から３年程度選定した運営法人への派遣を考えております。職員の派

遣はこれまで実施してきた保育サービスの適正継続、入園時保護者の不安解消、業務

の引継ぎなどを目的に行います。なお、派遣とならない職員も出てくる可能性があり、

その場合は適切な部署への配置転換を考えております。適切な部署に関しましては、

福祉課といたしましては、児童クラブ、村立幼稚園のほか、新たな子育て事業などへ

の配置を考えております。 

   次に、会計年度任用職員に関しましては、本人の希望による部分もありますが、現

在の雇用条件を下回らない条件で選定した運営法人での雇用を要望していく予定です。

雇用に関しては、正職員での雇用についても要望をしていきたいと思っております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 様々な意見があると思いますけれども、公立保育園として、公

立保育園の保育士の仕事をするために就職してこれまで働いてきたのですから、本人

の意向をしっかり聞いて対応するべきだとまず思います。 

   また、会計年度任用職員につきましても、労働条件等しっかりとサポートをするべ

きと思いますが、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） ただいまの質問にお答えいたします。 

   正職員及び会計年度任用職員の対応に関しましては、職員の意向を丁寧に聞きなが

ら対応していきたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） その辺は本人と十分話し合って進めていっていただきたいと思

いますが、この民営化計画の中に、その他村職員の処遇ということで、新たな子育て

事業として保育園の一時預かり事業以外の子どもの預かりができる事業とは具体的に

どのようなことなのかお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） ただいまのご質問にお答えいたします。 



－27－ 

   保育園の一時預かり事業以外の子どもの預かり事業として、ファミリーサポート事

業の活性化を考えております。ファミリーサポート事業に関しては、現在、西郷村社

会福祉協議会に業務委託を行い、実施していただいている状況があります。これを業

務委託ではなく、直営で実施できないものかと検討しております。 

   保育園の一時預かりは就労等の要件を満たさなくとも利用は可能となりますが、利

用日数及び利用人数に制限があります。保育園の一時預かりに加えて、ファミリーサ

ポート事業が展開できれば、これまで以上に必要とする方が必要なときに利用できる

ようになり、子育てを頑張っている保護者のリフレッシュなどにつなげられると考え

ております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） それでは次に移ります。 

   先ほど村長は財源の効率化ということで、浮いた財源をしっかりと子育て支援へと

つなげていきたいということが先ほどお話されました。 

   民営化することで約８,０００万円の財政効果が生まれるということが報告されて

おります。その財源を他の子育て支援事業に活用したいとのことですが、どのような

事業を考えているのか、まずお話お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   先ほどから議員おっしゃるように、子どもに犠牲にあってはならない。それは当然、

本末転倒になりますので、まずは子ども優先に考えて、質の向上に努めていきたいと

思います。 

   それで、民営化から生じた財源に関しましては、今後新たな子育て施策に活用して

いきたいと考えております。例えば現在も実施している保育園の一時的保育事業の拡

大、直営でのファミリーサポート事業の実施、子どもとの関わり方に関する必要な子

育てサポート事業、各保育園での保育士加配に対する村独自の様々な支援などへの活

用を検討していきたいと思っております。 

   なお、保護者が必要とするニーズの声を聞きながら支援が偏らないよう、できる事

業を実施していきたいと考えております。また、ニーズの把握は今年度実施する子ど

も計画策定にかかるニーズ調査において、多くの意見をしっかり聞いて対応していき

たいと思っております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 今、村長のほうから各保育園に保育士の加配について、村単独

で支援をしていきたいとのことですが、これは村内の全保育園を対象に、村独自に保

育士を加配していく。国の加配というか人数は決まっていますよね。それ以上の人数

を加配していくという理解でよろしいですか。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   加配については、議員おっしゃるとおりしっかり対応して、働き方改革もあります
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ので、やはりそういったことをしないと保育士の確保にもつながらないと考えており

ますので、できることはしっかりやっていきたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） なかなか加配するといってもそう簡単にではない。予算も当然

かかるけれども、まず保育士が集まらないんでは、定数の保育士がいないんでは、待

機児童が増えるばかりで、私もちょっと聞いていますけれども、まだ待機児童が相当

増えているという状況なんです。また、保育士が集まらないと。辞める人が多いと。

こういた状況で本当に民営化していいのかと。やっぱり公設であってしっかりとした

働く人の生活を安定させるというか、そういったことで、まず保育士がしっかりしな

いと集まらないんです、これ。先ほど言いましたけれども、東京なんかはほとんども

う一、二年で辞めて、ころころ替わる。そういう状況になるのが今の政府のやり方、

企業参入の。そういったことになりますので、私はどうしてもこれは残してほしいと

いうことなんですけれども。 

   私は６月定例会でも一般質問しましたけれども、８,０００万円浮くという、経済

効果があるということであるならば、保育料の完全無償化も実施できるはずなんです。

私、６月議会でも言いましたけれども、保育料ゼロ歳児から２歳児まで取っておりま

すよね、村民から。これが村で収入要るのが４,９００万円、３歳児から５歳児まで

の副食費の村収入額が約１,１８０万円、これ合わせても６,０８０万円、村が負担す

るだけで、保育料の完全無償化ができるんです。これを出してもお釣りが来るぐらい

なんです。この辺のところをやっぱりしっかり村として子育て支援にお金を出すとい

うことであれば、民営化は反対ですけれども、そういったことが本当に真剣に村長の

口からやるよと言ってくれるんであれば、考えてもいいかなというところはあります

けれども、村長の考えはいかがでしょうか。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   民営化により確保できる財源を活用して保育料の完全無償化を行わないのかという

ご質問ですが、以前にも答弁させていただいておりますが、保育料の完全無償化を実

施するには、公平性の観点から保育園を利用していないご家庭、在宅にてお子様を見

ているご家庭に対しても何らかの支援が必要となります。民営化により確保できる財

源を超えるものと私は想定しております。これは容易に負担できる金額でありません。

直ちに実施できるものではありませんし、村としても子育て施策に力を注いでいきた

いと考えておりますので、先ほども答弁させていただきましたが、保護者が必要とす

るニーズの声を聞きながら支援が偏らないよう、できる事業を判断して実施していき

たいと考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 浮いた８,０００万円というか、８,０００万円の効果があるわ

けですから、これをやっぱり子育て支援に使う、今すぐ、それが一番の早道、子育て

支援の。それと、平等性に欠けるなんていつも村長言うんだけれども、そんなこと言
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ったらもう何も、国のやっていることだって何だって、所得制限を設けたり、平等性

に欠けるんです、やっていることは。村でやっている政策もそうだし、ましてや待機

児童がたくさんいる中で、保育園に入園できた子は手厚く扱っていただけますけれど

も、保育園に入れない子どもは何の手当もないです、これ、村からの。そんなこと言

って、村長いつも言うような平等性に欠けると言うけれども、全てこれ平等性に欠け

る、政策というのは。これはある程度しようがないと私は思いますけれども、ぜひこ

の本当に８,０００万円もしあるとなれば、６,０００万円で済むんで、これを２つや

ったとしても、そうすれば本当に西郷村はああ、子育てしやすい村だなとみんな集ま

ってくると思いますけれども、ましてや村財政が緊迫しているとは私は思いません。

緊迫しているんですか、それとも。村財政、緊迫しているんですか、お伺いします。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   今のところ健全財政で行政を進めております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 健全財政であれば、やっていないとは言わないです。ここのと

ころ村長、一生懸命子育て支援にやっているんで、その辺は理解しておりますけれど

も、さらにこの保育園の完全無料化、実施に向けてやっていただきたいなと私は思い

ます。 

   それと、現在働いている職員に対して、民営化に関する説明会を実施したとのこと

ですが、保護者への説明会やアンケート調査などを実施する予定はあるのでしょうか、

お伺いします。 

○議長（真船正晃君） 福祉課長。 

○福祉課長（相川佐江子君） ただいまのご質問にお答えいたします。 

   民営化に伴う保護者への説明会の実施に関する質問ですが、保護者への説明会につ

きましては、１２月中旬頃に実施する予定であります。アンケートにつきましても、

説明会を実施した後に行っていく予定でございます。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） これからやっていくということですけれども、十分にいろんな

人の、保護者も含めた声を聞いて、実施の方向にいっていいただきたいと思いますけ

れども、村内全ての保育園が民営化になることで、行政との直接的なつながりがなく

なり、我々の意見も届きにくくなります。また、全国では保育園での事故や事件が多

発しております。民営化することで事件や事故等があっても隠蔽するなど、なかなか

行政には伝わりにくく、改善や指導も遅くなり、重大事故につながります。 

   今、少子化が社会問題化しております。岸田首相は異次元の少子化対策に取り組む

と言っておりますが、お金を少しばらまくだけで根本的な対策は何一つありません。

先ほど来申し上げておりますけれども、保育園の完全無償化や学校給食費の無料化、

医療費の無料化などは進んでいる地域に関係なく全て国がやるべき問題ではないでし

ょうか。 
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   保育は人が人を育てるものであり、お金がかかるのが当たり前です。子育てにかけ

る経費を財政の経費削減の対象にしないように申し伝え、次の質問に移りたいと思い

ます。 

   次に、高齢者福祉事業について伺います。 

   はじめに第９期介護保険事業計画における介護保険料について伺います。 

   厚生労働省の介護保険部会は、介護利用の引上げや、介護サービス削減、老健施設

などの多床室の有料化などを検討しています。介護保険の利用は２０００年の制度発

足から１割負担が原則でした。しかし、政府は２０１５年に一定所得以上の人は２割

負担とされ、２０１８年には３割負担も導入されました。介護保険料についても毎回

のように引き上げてきています。また、７５歳以上の医療費の窓口負担が１０月から

所得制限はあるものの、１割負担から２割負担へと２倍化されました。 

   また、異常な物価高騰と社会保障費の値上がりや、さらには年金の削減など、高齢

者にとっては大変厳しい生活状況となっております。このような中で、来年から実施

される第９期介護保険事業計画が策定され、３か年の介護保険料も決められます。多

くの高齢者にとって年金から有無を言わさず天引きされてしまう介護保険料の負担は

大変重い負担になっております。 

   給付が増え続けていることも理解はしますが、高齢者の方々もぎりぎりの生活で暮

らしています。これ以上の保険料の値上げはするべきではないと思いますが、お伺い

いたします。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） １２番藤田議員のご質問にお答えいたします。 

   ただいま第９期介護保険事業計画における介護保険料についてのお尋ねであります。 

   現在、村では令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間とする第９期介護

保険事業計画の策定に向け、作業を進めているところでございます。介護保険料につ

きましては、現在も実施計画における事業内容や高齢者施策など細部について協議を

重ね、高齢者の人口や要介護、要支援認定者数の推移、さらに給付実績、サービス見

込量等を推計して算出、これからいたしますので、現時点では金額等はお示しできま

せんが、今後やはりますます高齢化は進行され、第９期介護保険事業計画期間中には

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を迎えることになります。そのような中、

令和６年４月には、特別養護老人ホームリアンヴェール西郷の開所が予定されており、

長年の課題であった施設入所待機者の解消が期待される一方で、やはり介護給付費の

増額も見込まれております。 

   高齢者も増加します。それに伴って介護認定者も増え、介護サービスを使う方もま

すます増えます。このようなことから、介護保険料の上昇はなかなか避けられない状

況と考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 今、策定中ということで、はっきりしたことは言えないという

ことは理解しますけれども、また、リアンヴェール西郷とか、待機者も少なくなる。
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ところが利用すれば介護料は上がるというような悪循環で、本来ならば国がこういっ

た予算にもう少し傾いてくれないと、この介護保険計画というか、この事業も立ち行

かなくなると私は思います。 

   今、介護保険料の上昇は避けられない状況ということでしたけれども、先ほども言

いましたけれども、高齢者とっても本当にこの物価高等々で死活問題、生活がね。そ

ういった意味では、一般会計からの繰入れや基金を取り崩し、保険が上がらないよう

にするべきと思いますけれども、これは村長に聞くのがあれなのかなと思いますけれ

ども、ぜひ村長にはそういったことも考慮して、考えて保険がこれ以上上がらないよ

うにしていただきたいと思いますけれども、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   西郷村高齢化率２６.６％ということで、県内で一番低いわけですけれども、いず

れそういった方が介護に陥ることも想定されます。本当に厳しい状況であります。で

きるだけ高齢者の負担を可能な限り抑えられるよう、介護給付費準備基金取崩しなど

を検討しながら、上昇をできるだけ抑制していきたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 介護保険には、今、村長が言われたように、介護給付費準備基

金があります。こういったものを取り崩して、保険料の上げる幅を抑制していきたい

ということですけれども、ぜひそのような方向でやっていきたいと思いますけれども、

現在の介護給付費準備基金はどのぐらいあるんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 藤田議員の再質問にお答えいたします。 

   現在、基金の残高ということで、令和５年３月３１日現在ですが、４億

３,２７１万７４円、そのうち５,０００万円は一般会計から当初積立てのということ

で５,０００万円頂いておりますので、後で返す……、大変申し訳ありません。４億

３２７万１,０７４円でございました。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 全てこれを使うわけにはいかないと思いますけれども、現在の

状況が状況なんで、ぜひ今回はこういったお金を利用して、４億３,０００万円、

４億３,０００万円じゃない。（不規則発言あり）４億３００万円、約４億円だね、

というのがあるんで、ぜひ、こういった厳しい状況の中なんで、こういったものを利

用して、本当に保険料を上がらないようにしていただきたいと思います。今言ってお

かないと、もう策定で決定してからでは遅いんで、申し上げておきたいと思います。 

   次に、特別養護老人ホームの入居状況と待機者についてお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 藤田議員の質問にお答えいたします。 

   令和５年８月末現在の特別養護老人ホーム入所者数でございます。こちらは９６名

となっております。また、介護老人保健施設への入所者数が４４名、介護医療院への
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入所者が１名、合計で特別養護老人ホーム及び介護老人保護施設には１４１名の方が

施設に入所している状況でございます。 

   また、令和５年１０月末現在の特別養護老人ホームへの入所待機者数でございます

が、こちらは４１名となっております。そのうち、認知症高齢者グループホームや介

護老人保健施設に入所しながら待機されている方が１８名となっております。なお、

令和６年４月開所予定の特別養護老人ホームリアンヴェール西郷への入所申込者数は

令和５年１０月５日現在、６９名、うち２２名が西郷村民となっております。現時点

ではまだ空きがある状況ですので、入所希望者については、ほぼ全ての方が入所でき

ると聞いております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 今の説明です、合計１４１名の方が施設入所していると。この

中に介護医療院に１名の方が入所しているとのことですが、この介護医療院はどのよ

うな施設なんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 介護老人保健施設、こちらは医療系が充実している施設

なんですが、それ以上に医療のほうを重視してサービスが受けられる施設となってお

ります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 老健はよく話に聞くんで分かるんですけれども、こういった施

設があるのかというのも、私初めて聞きましたんで、今までも入所された方は何人か、

今までいらっしゃったんですか、村内に。（不規則発言あり）初めて。これ多分、病

院のほうから同じ経営で、その病院の経営でそちらのほうに回したのかなという予想

はつきますけれども、詳しいことは結構でございます。 

   リアンヴェール西郷が、来年４月にオープンする予定になっております。１２月

５日時点で、６９名の方の入所が決まっていて、うち村内の方が約３割ですか、

２２名ということで、そしてまだまだ空きがあり、入所希望者がいれば全ての方が入

所できるということですが、現在、村では入居待機者ですか、４１名いるとの報告で

した。この方々はどのような理由で入所をしないのか、またはできないのか、分かれ

ばお願いをいたします。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 先ほど４１名の方が入所待ちということですが、このう

ち先ほども申しましたけれども、ほかの認知症のグループホームとか、老健施設、こ

ちらのほうにそちらのサービスを受けながら入所を待っている。空きがあれば入りた

いなというような方が１８名、そのほかは在宅で生活しながら本当に空きを待ってい

るという方と、あと介護度が低いけれども、取りあえず申し込んでおくというような

方もいらっしゃると思います。 

   以上です。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 
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○１２番（藤田節夫君） 在宅にいて、空きがあれば入所したいというんでしょう。先ほ

どの報告では、入所希望者があれば全ての方が入所できる、今の段階で。さっき言っ

た西郷村にできるリアンヴェール西郷、こういったところには入所できないんですか。

入る気がないんですか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） リアンヴェール西郷のほうは４月からなもんですから、

今入りたくても４月までタイムラグがありますので、今入りたい方はそれだけいます

けれども、そこまで待てない可能性もあるし、ほかが開けば別なところに、もうすぐ

入りたいという方もいらっしゃいますので、やはり個人的に自分で好きなところを入

所申込みいたしますので、理由については、そこをなぜ希望しないのかというのは、

その人に本当に聞かないとちょっと分からないんですけれども。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 在宅でいいと言っているのか、でも、これあくまで入居待機者

のことを言っているんで、入居する希望はあると思うんですよね。結局在宅でいいと

いう方であれば、別に申込みはしないはずなんで、これは申込みしている人の人数だ

と思うんですけれども、その辺も課長も把握していないのかどうか分からないんです

けれども、いろんな理由があってというのは、ただこれ後でお話しますけれども、結

局リアンヴェール西郷だって、国民年金程度のお金しかなくても入居できるというこ

とですよね、それは。いろいろ負担軽減の措置があってね。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） リアンヴェール西郷でも前に上田議員の質問されたとき

に試算しまして、国民年金満額で７７万円で、負担軽減とか高額医療とか、そういう

のを含めて入所は可能であるということで把握しております。 

◎休憩の宣告 

○議長（真船正晃君） ただいま１２番藤田節夫君の一般質問の途中でありますが、これ

より午後１時まで休憩いたします。 

（午後０時００分） 

◎再開の宣告 

○議長（真船正晃君） 再開いたします。 

（午後１時００分） 

○議長（真船正晃君） 休憩前に引き続き一般質問を続行いたします。 

   １２番藤田節夫君の一般質問を許します。１２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） それでは次に、入所費用の減額についてということでお伺いし

ます。 

   施設入所費の主なものは食費と居住費が主なものとなっています。村がこれを助成

することで入居費を減額することができないのかということで、まずお伺いいたしま

す。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 



－34－ 

○健康推進課長（添田真二君） 藤田議員の再質問にお答えいたします。現在、施設入所

におけます村独自の入所費用等の減額や助成事業はありません。しかしながら、特別

養護老人ホームについては、介護保険制度上、住民税非課税世帯等の低所得者に対し、

負担限度額段階に応じまして、食費や居住費が軽減される制度がございます。令和

５年８月末現在、特別養護老人ホーム入所者数９６名のうち、その食費、居住費の負

担限度額の認定になっている方は７８名となっておりまして、特別養護老人ホーム入

所者全体で約８０％以上の方が軽減の対象になっている状況でございます。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 住民税非課税世帯等の低所得者に対して、負担限度額制度で食

費、居住費が軽減されるとのことでした。特別養護老人ホーム入居者の約８割の方々

が減免の対象になっているとのことですが、施設によって、そのほかに加算料金とい

うのがあると思いますけれども、新しく来年４月から開始をするリアンヴェール西郷

の場合は、この入居利用料金は負担限度額の段階もあると思いますが、最低料金はど

のくらいで入居できるのか伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 藤田議員の質問にお答えをいたします。 

   介護施設のほうが基本的に介護３から入所ということで試算しまして、食費、居住

費の負担限度第２段階でございます。年金収入額で８０万円以下の方で試算いたしま

すと、その食品、居住費、そういったもの、それから高額医療等勘案しますと、月実

質負担は５万１,３００円という試算になってございます。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 加算料金も含めての料金になりますか。はい、了解しました。 

   月５万１,３００円程度で、国民年金の方で年間８０万円以下、収入がという方だ

と思うんですけれども、国民年金の方が、ほとんどの方が独り世帯として入居すると、

独り世帯として入居するんで、ほとんどの方が５万円、６万円、７万円ぐらいで入居

できるということで理解してよろしいですか。はい、了解しました。 

   それとこのリアンヴェール西郷が、来年４月からオープンになりますけれども、村

有地の貸付料として特別養護老人ホームと社員寮分として年間約４００万円の収入が

あります。リアンヴェール西郷が計画している施設全てがオープンして建物ができる

となると、約１,０００万の賃貸料が発生すると思うんですけれども、今後ますます

高齢化が進み、村民の負担も増えることが当然予想されます。福祉関係で得たお金は

一般会計に入れるのではなく、この土地の賃貸料を基金として、基金を創立して、設

立というのか、新たに基金を設立して、介護保険料の軽減や施設利用料などの助成金

として、村単独の助成金として村民の方々に還元するべきではないかと思いますけれ

ども、これは村長のほうから答弁をお願いいたします。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   令和６年度から平成会へ賃貸している村有地の賃貸借料が入ってきますので、現在



－35－ 

その土地代を基金化する方向で検討しております。また、その基金を財源とした高齢

者福祉に対する村独自の助成制度についても実現できるように検討してまいりたいと

考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 検討していきたいと、村独自の支援をしていきたいということ

で、理解したいと思います。 

   それでは次の質問に移ります。 

   次に自転車用ヘルメットの購入補助についてということでお伺いいたします。 

   今年４月１日から道路法の改正により、ヘルメットの着用が努力義務化されました。

全国の自治体では購入補助を実施しているところがあります。自転車事故は命に関わ

る重大事故につながることがあります。村では令和２年度から中学生に対し、ヘルメ

ットを無料で配布していますが、これを機会に、全村民を対象に自転車を利用する方

に対してヘルメットの補助をするべきと思いますが、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 防災課長。 

○防災課長（和知正道君） １２番藤田節夫議員の一般質問にお答えいたします。 

   自転車用ヘルメットの着用につきましては、令和５年４月１日に施行されました道

路交通法の一部改正及び福島県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例、福島

県自転車条例においても、全ての自転車利用者に乗車用ヘルメットの着用が努力義務

化されました。ヘルメットの着用につきましては、交通事故発生時に致命傷となりや

すい頭部を守り、交通事故の被害を軽減するため、極めて重要なものであると考えて

おります。 

   議員おただしの自転車用ヘルメット購入について、補助金を出してはどうかという

ご質問でございますが、現在、村では新中学１年生に対しまして、ヘルメットの購入

補助を実施しているところでございます。村としましては、原則、中学生以外の方に

ついては、自転車を利用する方がご自身でヘルメットを購入するものと考え、現時点

で補助については実施する予定はございません。 

   今後も引き続き自転車利用時のヘルメット着用が交通事故発生時に致命傷となりや

すい頭部を守り、自己の命を守ることについて、チラシの配布や街頭での啓発活動を

実施して、周知徹底に努めてまいりたいと思っております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 今のところ考えていないということで、自分の命は自分で守れ

というところなんでしょうけれども、警視庁によると、昨年１年間に全国で発生した

自転車が関係する交通事故は６万９,９８５件と過去最多で交通事故に占める割合の

２３.３％とこれまで最も高くなったことが報告されていました。また、去年の５年

間に発生した自転車乗車中の事故で亡くなった２,００５人のうち、５５％に当たる

１,１１６人は頭部に致命傷を負っていて、このうち９６％はヘルメットを着用して

いなかったということで、ヘルメットの着用がいかに重要で命を守ることが、統計上

からも分かっております。 
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   ヘルメット価格は２,０００円から３,０００円です。他の自治体で補助している金

額を見ると、上限約２,０００円ということがネット上で出ております。村民の命や

子育て支援の一環として、小学生や中学生を対象に補助するべきと思いますが、村長

の考えをお伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   今議員が申されましたように、本当に自転車事故は致命傷になりますし、頭部を守

る意味では本当にヘルメット着用は有効であると私も認識しております。ただ議員お

ただしの自転車用ヘルメット購入について補助するかどうかでありますけれども、先

ほど課長が申し上げましたとおり、ヘルメットの購入につきましては、原則自転車を

利用される方、ご自身が購入すべきと私も考えております。また、自転車利用時のヘ

ルメット着用が交通事故発生時に致命傷となりやすい頭部を守り、自己の、自分の命

を守ることについて有効であることは間違いありません。今後も引き続きチラシの配

布や街頭での啓発活動を実施し、周知徹底に努めてまいりたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 啓発活動とか実施して周知していくということです。村でも結

構、大分出しているんですよね。ただこういうのなかなか見ないし、これだけでは駄

目なのかな、物をやっぱり助成して着けてもらうというのが一番手っ取り早くて安全

な方法なのかなと私は思います。中学生には、以前は半額でしたけれども、本当に

５年前からですか、全額補助するということで、これだって子どもたちの通学には、

自転車通学が西郷村の場合多い、ほとんどなんで、そういった意味では子どもたちの

命を守るという観点から、このヘルメット全額助成をしたと思います。そのときは村

長でしたか、全額補助したとか、前の村長でしたか、前の村長かい。そういうことも

あるので、小学生の子どもたちが相当自転車で、日曜日とか、休みの時期とか乗って

いますんで、さらには高校生だよね、高校生の方が一番やっていないのかなと思いま

す。 

   先日新聞に載っていましたけれども、そのヘルメットの着用率、これ県と福島県警

と調査したんですけれども、この西郷村では調査とか、着用率の、そういったことは

やられているんですか。それとも分かればどのくらいの率の方がヘルメットを着用し

ているのか、お伺いいたします。 

○議長（真船正晃君） 防災課長。 

○防災課長（和知正道君） お答えいたします。 

   村内のヘルメット着用率につきましては調査しておりません。なお、今年９月に福

島県警や福島県等が県内の全ての高校生を対象にアンケート調査を行い、９１校３万

８,０００人余りが回答した結果によりますと、着用率は全体で９.８％、男女別で見

ますと、男子生徒が１１.１％、女子生徒は７.９％という状況になっております。 

   村としましても、全戸配布を通じまして、村民への自転車用ヘルメット着用と交通

ルールの遵守の徹底のチラシの配布を行ってまいりましたが、今後もチラシの配布や
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街頭での啓発活動を実施しまして、引き続き周知徹底に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君。 

○１２番（藤田節夫君） 本当にこの高校生の着用率が本当に低い。これは全国どこでも

一緒だと思うんですけれども、この間、今、課長も言われましたけれども、着用しな

い理由、この理由の中にはいろいろ出ていましたが、４番目かな、何か４番目辺りに

ヘルメットにお金をかけたくないというのがあるんです。これは女子生徒なんですけ

れども、そういった意味では、生活に大変厳しくて、こういったヘルメットとか、余

分なものにはお金をかけたくないと思っている学生もいるんじゃないかなと私は思い

ます。そういった意味では、啓発活動も大事ですけれども、村として助成して、そう

いった子どもたちの命を守るということも与えられた使命ではないのかなと思います。 

   ご覧のように村内を歩道が整備されていない危険な道路がたくさんあります。本来、

自転車は車道を走ることになっていますが、道幅も狭く、歩道を利用しているのが現

実です。道路規制が書かれている白線も、消えかかっているところがたくさん見受け

られます。特に通学路の安全を確保するためにも点検、整備をするように申し上げま

して、私の一般質問を終わります。 

○議長（真船正晃君） １２番藤田節夫君の一般質問は終わりました。 

   次に、通告第３、１３番上田秀人君の一般質問を許します。１３番上田秀人君。 
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◇１３番 上田秀人君 

          １．救急医療体制について 

          ２．介護保険事業について 

          ３．村道の維持管理について 

○１３番（上田秀人君） お疲れさまでございます。１３番です。通告に従いまして、一

般質問を行いたいと思います。 

   まず、質問の１点目といたしまして、救急医療体制についてということでございま

す。 

   まず、１点目のその県南方部の指定病院での救急搬送受入れ状況について伺います

ということですけれども、予算書なんかを見ていますと、西郷村においても二次救急

医療体制の予算措置がされている。さらにはその私的二次救急ということで、新たに

というか、より別の形で救急医療体制の予算も組まれているということで、結構取組

はされているというのは十分に理解をしております。そういった中で、１点確認しま

すけれど、もう一度申し上げます。県南方部での救急指定病院での救急搬送受入れの

状況について、村で把握しているんであればお知らせください。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） １３番上田議員のご質問にお答えいたします。 

   県南地区の指定病院での救急搬送受入れ状況についてこのご質問ですが、現在救急

搬送を受ける二次救急指定病院として白河厚生総合病院、白河病院、会田病院、塙厚

生病院が輪番体制で受け入れております。 

   白河地方広域市町村圏消防本部による令和４年度の受入れ状況、応じ状況といたし

ましては、令和４年度５,６５２件のうち、白河厚生総合病院が２,９３７件５２％、

白河病院が５３５件９.５％、会田病院が６４８件１１.５％、塙厚生病院が６２７件

１１.１％、その他の診療所、県内が７７５件、県外の病院が９０５件１６％となっ

ており、新型コロナ感染拡大以降、救急搬送要請が増加し、受入れ状況も令和３年

５,３４５件に比べ、令和４年度は３０７件増加しまして、５,６５２件となっている

状況でございます。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君の再質問を許します。１３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） ただいまの５,６２５件の要請があって、受入れをしていただ

いたという話でしたけれども、多くの村民の方からよく聞かされるのが、救急車を要

請して、救急車現場到着は大体１０分から１５分ぐらいで来ると。救急隊の方はその

現場で措置を行いながら電話で受入れ病院を探してくれていると。しかしながら、受

入れしてくれる病院がなかなか決まらなくて、救急車がなかなか出発できない。こう

いう話をよく聞かされます。状況によっては２０分、３０分、その現場にとどまって

救急車が出発できないというお話を伺ったこともございます。 

   特に課長の答弁の中にもありましたように、新型コロナウイルス感染症が発生して

から特にそういう状況が多くなったという話を聞いております。こういった状況、村

でも十分把握されていると思うんですけれども、確認のために伺いますけれども、状
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況については確認をされていますか、もう一度確認します。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） こちらの二次救急の協議会とかでも、救急車はすぐ来る

のになぜそんなに応じできないのかということで、いろいろ議論されておりまして、

ここで応じできない理由ということで、専門外であるとか、検査不可能であるとか、

緊急患者受付中、急変の対応中である、ベッドが満床、そういった理由があると聞い

ております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） ただいま答弁いただいたんですけれども、実は私も救急車を要

請したところの現場にいたことがございます。その状況をつぶさに見ていたというの

は変な言い方ですけれども、見ざるを得なかったんでずっとそのそばで対応を見させ

てもらいました。 

   救急隊の方は本当にその罹患された方に対していろんな措置をしてくれている。も

う一人の方が一生懸命病院に電話をする。電話のやり取りを聞いていると、その患者

さんの、救急を必要としている人の状況を事細かに病院に報告するんです。じゃ、受

け入れてもらえるのかなというと、受入れできないという返答なんです。それの繰り

返しになっているんです。 

   患者の方、救急車を必要とする人もつらいでしょうし、家族の方もかなり苦しいと

思う。もっとつらいのは救急隊の方だろうなと思うんです。私もその現場にいたと今

お話しましたけれども、救急隊の方は家族の方に、いや、本当に申し訳ない、今一生

懸命探しますからもうちょっとお待ちください。頭下げながら一生懸命電話している。

それでもなかなかその受入れ病院が決まらないちゅうのが、私が見てきた現状でもあ

ります。 

   この救急搬送について、決してこれ村だけの問題ではないというのは私も理解をし

ております。これ県南方部全体の問題ではないかなというふうに考えています。そこ

で確認したいと思うんですけれども、救急搬送について、広域圏などの会議ではどの

ような協議がされているか、どういう話がされているのか、お示しください。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 再質問にお答えいたします。 

   救急搬送について、広域圏での会議などではどのような協議がされているのかお答

えいたします。 

   白河地方第二次救急医療運営協議会やそのほかに西白河地方市町村長会等の会議に

おいて、二次救急指定医療機関の応じに関すること、休日夜間診療所の当番医師に関

すること。分担金補助事業に関することなど、県南地域の医療体制整備の充実や医師

確保に向けた協議が定期的に行われている状況であります。具体的に協議の内容でご

ざいますけれども、先ほど上田議員おっしゃいましたように、救急車はすぐ到着する

けれども、なぜ受入先が見つからないのかということで、病院側のほうも、やはりち

ょうどそのときに専門の先生がいない、検査が不可能、救急患者受付中、急変対応中、
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手術中である、また、会田病院さんなどからは須賀川、岩瀬のほうからも救急の要請

が来てバッティングしてしまい、県南のほうが受け入れられない状況にある、そんな

ことが協議されております。 

   またそのほかには、救急車がスムーズな運行ができるように国道４号線４車線化、

そういったものもこの協議会からもぜひ要望していただきたい。あと会田先生も県病

院の協会、救急担当の委員長の立場で、毎年こういった医師の確保、そういったもの

を要望しているが、一向に進まないということで、この協議会からもぜひ県のほうに

医療従事者、医師の確保に努めてもらいたいというような要望がありまして、そうい

った協議もされているところでございます。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 今の答弁を聞いていると、本当に申し訳ないなと思うんだけれ

ども、他人ごととしか聞こえない。要望してもらいたい。医師不足が現実見えている

わけです。それに対して要望してもらいたい。その話で本当にこの問題というのは解

決するのかなと思うんです。よく村長が言われるように、村民の生命と財産を守るん

だと強い言葉を村長言われますよね。そのために何をすべきなのかということをきち

んと話していただきたいと思うんです。要望してもらえと、要望してきます。それで、

本当に医師が集まるのかというところを、もう一回その会議の中できちんと話をして

いただいて、各首長さんの会議の中で、担当者の会議の中で、きちんと医師を確保し

ていただきたいというふうに思います。 

   これ以前にこの場で話ししたことあると思いますけれども、岩手県の旧沢内村の深

沢晟雄という村長さんは、岩手の病院かな、医師を確保するために手弁当で一日その

病院に粘って、医師を何とか確保してくれ、派遣してくれということで、何日もそこ

に通って、手弁当で通って、医師をその沢内村の診療所に連れてきたというお話もあ

ります。１９６０年代の話です。私が生まれた頃の話ですけれども、そのぐらい強い

意志を持っていただかないと、この問題というのは解決しないと思いますけれども、

いかがお考えになりますか、伺います。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。先ほど深沢晟雄さんの話、私も本を読ませて

いただきました。本当に手弁当で村民を守るということ、私も村民の生命、財産を守

ることは本当に、それをしっかり守っていかなきゃならないと思っております。 

   医師不足については、これ西高東低と言われていますよね。西、関西地方に医師が

多くて、東北地方は少ないということ。新聞紙上によると、４２番目に低さという医

師不足、市町村会もこれは事あるごとに要望しているわけですけれども、本当に喫緊

の課題、他人ごとでは済まされないということで、協議会と連携を共にしながら、今

後ますますそういうことのないように、医師不足、今後出てくるかと思いますけれど

も、働き手不足、そのようなことを頭に入れながら、強くまた要望していきたいと考

えております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 
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○１３番（上田秀人君） 村長から今お言葉をいただいて、さらに頑張っていただきたい

なというふうに思います。そこに見えてくる問題の一つとして、医者における働き方

改革という問題もでてきていますよね。これ２０２４年から医師に関してもやはり実

施されてくるということで、これらに関してはその広域圏の中でどういう話がされて

いるのかちょっと確認したいんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 再質問にお答えいたします。 

   広域圏の会議では特にそこまでの協議はされておりません。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 素人の私がこんなことを言うのは本当に申し訳ないなと思うん

ですけれども、この働き方改革は以前、今年の初めぐらいですか、ここで話ししたら、

建設労働者の方と、あと運送業の方の働き方改革の話をしたんですけれども、これは

全ての方に該当してくるということで、やはりそのことをきちんと把握していただき

たかったなと今思います。 

   特にこの県南方部の病院に関しては、県立医大やほかの病院からの医師の方、応援

に来てもらっているというふうに話を聞いています。今回のその働き方改革によって、

医師の労働時間などについても上限が設けられると聞いています。それにより、その

救急医療体制がより逼迫するんではないかと私は心配をしているところでございます。

厚労省が示している医師の働き方改革を見ますと、非常にこれ複雑で分かりづらい。

ただ、現在の白河管内の状況から考えると、ほかの病院からの医師の派遣を受ける場

合、地域医療の確保のため、本務以外の副業、兼業として派遣される際に、要請され

る連携Ｂ水準というのが該当してくるのかなと私は厚労省の資料を見ていてちょっと

思ったんですけれども、もし違うんであれば違うと指摘をしていただきたいと思うん

ですけれども、ほかの病院から医師の派遣を受ける場合、いろいろな条件があります

が、二次次救急病院、一般病棟２００床においては、宿直については１人週１回、

１７時から翌８時３０分まで、これは月曜日から土曜日まで。日直については１人月

１回９時から１７時まで、年間１,８６０時間の時間外、休日労働時間の上限目標が

設けられ、県への申請などが必要だと。ある統計では、救急、産科、過疎医療などの

不採算部門を担う一般病棟の約７％は赤字経営だという状況の中で、本当にその病院

の中で医師を確保できるのかとなるとやはり難しい。じゃ、ほかの病院から応援を頼

むかというと、今言ったような条件が引っかかってくる。これでは、地域医療のいわ

ゆる救急医療体制がますます脆弱になって崩壊してしまうんじゃないかという心配し

ているところですけれども、いかがお考えになりますか。もう一度確認します。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 上田議員の再質問にお答えいたします。 

   病院医師についても働き方改革が次年度より実施されるということへの対応という

ことでお答えいたします。 

   来年４月より施行される医師の働き方改革によりまして、今ほど申されたように、
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医師の勤務時間、仕事量、そういったものが全体的に減少するのではないかと想定さ

れますことから、救急医療に対応した総合医療の確保や小児、周産期医療等の専門医

の安定的な供給体制確立のため、これまで以上、病院のほうには医師の確保、そうい

った受入れ体制、応じ率の向上をお願いして、村としましても村民にとって安全・安

心な医療の確保が図られるよう、またそういった二次救急の協議会、それから白河地

方市町村会等を通じまして、これまで以上に働きかけていく対応を取ってまいりたい

と考えております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） ただいまの答弁を聞いていて、最後のこれまで以上にというこ

とに期待をしたいなと思います。ただこれまで以上にというよりも３倍、４倍速でや

っていただかないと来年４月からの話になりますので、より厳しい状況が生まれてく

るというふうに理解をします。ですから本当に頑張っていただきたいなというふうに

申し上げて、次の質問に入りたいと思います。 

   次の２点目といたしまして、介護保険事業についてということですけれども、本年

の年末までに国の審議会で介護保険事業の改革案をまとめようとしていますが、村に

はどのような情報が入ってきているのか伺いますということなんですけれども、先ほ

ど１２番議員からもちょっとお話が触れられましたけれども、今言った厚労省がやっ

ている社会保障審議会のこの部会、先週の７日の日に解散したんです。解散というか

打ち切ったんです、国は。これ私、通告書を出したの１２月５日なんで、６日の日に

たしかヒアリングを受けました。そのときにどういう情報が入っていますかと聞いた

んですけれども、その翌日、７日の日に国は打ち切ったそうです。 

   この改正案については、昨年も審議されていて、審議会の中でも大きな反対があっ

て、先送りになった内容を再度審議していたということなんですけれども、国のほう

は、厚労省のほうは打切りをして、２０２４年度の予算編成の中で決定していくこと

を決めたようですが、介護保険制度の史上最悪とも言われる改正だというふうに言わ

れていますけれども、まずヒアリングを受けていますので、これまでに村にはどのよ

うな情報が入っているのか、ちょっとお示しください。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 上田議員のご質問にお答えいたします。 

   本年の年末までに国の審議会で介護保険事業の改革案をまとめようとしていますが、

村にはどのような情報が入っていますかということでしたけれども、国では第９期介

護保険計画期間に向けた介護保険制度の見直しについては、昨年の社会保障審議会、

介護保険部会で議論が行われ、介護保険制度の見直しに関する意見が取りまとめられ

ました。今後取りまとめた意見等を踏まえ、本年１２月までに議論を行い、その結果

を示すこととなっております。そのため、現時点では検討段階の情報ということであ

りますが、村で把握している介護保険料、利用者負担に関する主な改正点は次のとお

りでございます。 

   １点目は、１号保険料負担の在り方についてです。具体的には国の定める標準段階
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の多段階化、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げ等が検討さ

れています。 

   ２点目は、現役並み所得、一定以上所得の判断基準についてです。利用者負担が

２割となる一定以上所得の判断基準の見直しについて、後期高齢者医療制度との関係

や介護サービスが長期間利用されること等を踏まえつつ、高齢者が必要なサービスを

受けられるよう、高齢者の生活実態や生活への影響等も把握しながら検討を行うとさ

れています。 

   ３点目は、多床室の室料負担についてです。介護老人保健施設及び介護医療院につ

いて、在宅との負担の公平性、各施設の機能や利用実態等を踏まえつつ、介護報酬の

設定等も含めた検討を行うということになっております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 今、答弁をいただいたんですけれども、あくまでもこれは審議

会をやっているという形で、私も質問を組み立てたものですし、ヒアリングも受けて、

その答弁だと思うんです。ただ冒頭申し上げたように、審議会も打ち切られたと。国

の思うままにやっていくのかなというふうなのは今考えられるんです。ただ、国会に

おいても今ちょっと大きな問題を抱えてごたごたしているので、これはどうなるのか

なと思うんですけれども、厚労省においてはその隙を狙ってやってくる可能性もある

のかな、言葉は悪いですけれども、そんなふうには今考えているところでございます。 

   いろいろ今答弁いただいたんですけれども、通告書に従って質問しなければいけな

いと思いますので、通告書に従って質問していきたいと思うんですけれども、ちょっ

とつらいなと思いながら、２点目の審議会で審議されている、審議会打切りになっち

ゃったんで、もう審議終わっていますけれども、今、答弁にあったように利用料の

２割負担、老人保健施設の多床室の有料化、高所得者の保険料の引上げが実施された

場合の影響についてということで、示していただければなと思うんですけれども、

３点目の質問と併せて、ちょっと聞いたほうが早いのかなと思って、質問、組み直し

てみました。 

   ３点目の質問と併せて質問です。 

   原則１割負担の利用料を２割負担にするということが決定されてしまった場合、そ

の所得基準とされていたのが、後期高齢者医療制度における２割負担者と同程度の所

得階層で計算を用いた場合だそうですけれども、原則１割負担の利用料を２割負担に

した場合に、利用者の４.６％の方に影響が出るという試算があります。この計算方

式で計算した場合において、村においては何名の方に影響が出てしまうのか、まず伺

いたいと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 質問の２点目、利用料の２割負担、老人保健施設の多床

室の有料化、高所得者の保険料の引上げが実施された場合の影響についてのお尋ねで

あります。 

   はじめに、利用料２割負担についてですが、令和５年１２月１日現在、介護保険制
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度の判断基準で２割及び３割負担となっている方は、要支援、要介護認定者７８５人

のうち、３１人でございます。約３.９％の方が２割負担及び３割負担となっている

状況でございます。現在、国の改正案で見直しが検討されている利用料の２割負担の

判断基準については、後期高齢者医療制度との制度間のバランスを確保するというこ

とでありますので、本村の後期高齢者医療制度における２割及び３割負担の割合を算

出いたしますと、令和５年１０月末現在の被保険者２,５３０人のうち、対象者が

４５１人、率にして約１７.８％の方が２割負担以上となっている状況です。 

   介護保険制度と後期高齢者医療制度では対象者が異なるため、単純に比較すること

はできませんけれども、介護保険の認定者のうち、後期高齢者医療制度の２割負担以

上の割合と同じ１７.８％の方が影響を受け、２割負担以上になると仮定した場合で

ございますが、約１４０人の方が対象となり、現在の３１人より１０９人増えると見

込まれております。 

   次に、介護老人保健施設の多床室の有料化についてですが、令和５年８月末現在の

介護老人保健施設入所者は４４名となっております。この中で約３０名の方が多床室

に入所しておりますので、少なくともこの３０名の方には影響が出るのかなと推測さ

れます。 

   次に、高所得者の保険料の引上げの影響ですが、現在の西郷村の所得段階、１０段

階を国の改正案での見直しが検討されている１３段階にした場合でございますが、現

在１０段階の方が１４３名おられますのが、そのうち９９人の方が現在よりも高い乗

率となることが見込まれます。 

   後期高齢者医療制度における２割負担者と同程度の所階層の介護サービス利用料に

ついて、２割へ変更することを審議していますが、村内での対象者は何人に上るかと

いうことでございますけれども、介護保険制度では負担割合の判定については、要支

援、要介護認定者のみが実施しております。繰り返しになりますけれども、国の改正

案で見直しが検討されている利用料の２割負担の判断基準については、後期高齢者医

療制度と同程度の所得階層の方の介護サービス利用料について、２割負担へ変更する

ということです。 

   本村の後期高齢化医療制度における２割負担以上の人の割合が１７.８％ですので、

約５.６人に１人が対象となり、要支援、要介護認定者数７８５人に対しては約

１４０人、令和５年１０月末時点の６５歳以上の高齢者数５,０１０人に対しては、

約８９０人が２割負担以上の対象になるのではないかと見込まれております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） いろいろお示しをしていただいたんですけれども、影響が出る

方が結構いらっしゃると。これに対して村は救済措置とかというのは何か考えられて

いますか。今、私らが話しているのは、厚労省の社会保障審議会の中の審議の話です

よね。その審議が、今、打ち切られた中で、さて協議をする場所がなくなるというこ

とは、やりようによってはその厚労省の思うがままにできる可能性もある。 

   この審議会の内容をずっと見ていますと、かなり大きな反発があったり、反対があ
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ったりして、２年ぐらい先延ばしになってきたりしている部分がある。そういうのも

あって、１２月７日にこの審議会を急に打ち切ったと私は理解をしているんですけれ

ども、ですから、国の考えとしては、いかに国の予算を減らすためにやるのかという

ことで、そのためにこの審議会を打ち切ったというふうに私は理解をしているところ

がございます。それによって影響を受ける方が今示されたように、いろんな人数が出

てきていますけれども、それに対して村は現時点でどういうふうに対応するか、どう

いうふうな救済措置をするのか、そういうお考えはあるのかないのか、ちょっと確認

したいと思います、いかがですか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 再質問にお答えいたします。 

   国の厚労省の社会保障審議会のそういった専門部会で議論されまして、それが介護

保険制度として村に下りてくるということでございますので、大変申し訳ありません

が、担当課長としては法制度にのっとり適正にそれに従って事務を行うという考えで

ございます。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 課長はどこの課長なんですか。村の課長でしょう。村民を見て

仕事をするべきだと私は思います。 

   この介護保険事業というのは自治事務なのか、国からの言われたままにやらなけれ

ばいけないその事業なのか、お金を握られているから村はやらざるを得ない部分もあ

る。例えば村のほうからお金を投入すれば、それによってまたしっぺ返しが、ペナル

ティーが来る可能性もある。これも以前話をしたことがあります。でもそのペナルテ

ィーというのはどのぐらい来るんですかと言っても、それは明確にはない、示された

ことがない。浜通り地区の大熊町とか、以前、原発事故が起きる前はかなり一般会計

のほうから介護保険の特別会計のほうに予算を入れていた。それだけ一般財源のほう

で余裕があったからなんでしょうけれども、そういうふうに頑張っていたところもあ

る。そういったお考えというのは全然持たれませんか。国からこうしろと言われたら

もうそのとおりやるんですか。ほんの少しでも村民の方を考えて改善をしようという

考えは持たれませんか、まず課長に伺いますけれども、いかがですか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 再質問にお答えいたします。 

   確かにこれは村の介護保険は村独自で介護保険料とかそういうのは決めることにな

っておりますけれども、やはりそういった国の基準に従って、一定以上の所得の方

２割負担ということは、それは制度として従わざるを得ないのかなと思っております。

ただし、それとはまた別ですけれども、先ほど施設の負担軽減という話がございまし

たけれども、村独自で先ほど基金のほうを活用して、そういった制度ができないのか

ということで、そちらのほうは検討しております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 今、言葉出てきました。法定受託事務か自治事務か、課長はど
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ちらというふうに捉えていますか、この介護保険事業、伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 自治事務ではないかと思っております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 自治事務であれば、もっともっと村の色を濃くしてもいいんじ

ゃないですか、私はそう考えます。そのために皆さん方いらっしゃると思います。違

いますか。確認します、いかがですか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 議員のおっしゃるとおりだと思っております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 所得基準が今回決められないままに、審議が打ち切られました。

審議会が打ち切られたよね。単身で年金収入が２９０万円以上の方が２割負担だと理

解していますが、社会保障審議会へはこの２９０万円以上を年１９０万円以上からと

いうふうに切替えをしましょうという話が出ていたそうです。さらには、９つのケー

スに分類をして、給付費削減を最大で８００億円から９０億円ぐらい削減できるとい

う試算結果を示したそうですけれども、村に対してはそういう話は聞いていますか、

伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 大変申し訳ありません。そちらについてはちょっと私は

分かりかねます。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 村には聞こえていなかったということで、審議会でそういう話

がされているそうなんです。要するに、いかに国のお金を減らすか、最大だと

８００億円、少なくても９０億円は削減できるよということで、その所得基準を

２９０万円以上を年１９０万円以上に下げましょうかと、その基準を下げればそこま

でのお金が捻出できるよと国は考えているみたいなんです。そのために審議会でいろ

いろもめて、面倒くさいという考えの下に、審議会を打ち切ったんではないかと私は

考えています。この８００億円について、いろいろ考える部分がありますけれども、

後からお話ししましょうか。 

   次に、介護サービスの利用者負担分の引き上げられた場合、どういう影響が出るか

ということを伺いたいなと思うんです。 

   この介護保険制度に関しては、記憶が間違っていなければ、２０００年４月から平

成１２年４月からですか、始まったの。これまでにも幾度か改正が行われてきた。今

回の改正についてはさきに申し上げたように、史上最悪の改正だと言われているんで

す。利用者などに大きな影響がもたらされているというふうに言われています。今回

この改正が行われた場合、村民の介護を必要とする方にどういう影響が出るのか、村

としてはお考えになるのか伺います、いかがでしょうか。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 
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○健康推進課長（添田真二君） どのような影響が考えられるのかとのお尋ねでございま

す。 

   利用者負担が増えれば、確かにその方、必要な介護サービスの利用控えとか、回数

を減らしたり、そういった利用控えにつながる可能性もございます。その辺に伴いま

して、生活機能の悪化が懸念されたりといったことも考えられます。２０１５年に負

担割合の見直しが行われたときに、国で実施したアンケートによりますと、２割負担

導入後、サービスの利用が減った、中止したと回答した人の割合は２割負担の利用者

全体の３.８％であり、そのうち介護にかかる支出が重いことを理由に挙げた人の割

合が１.３％であったという結果が出ております。 

   一方、２割負担、利用者負担が増えるということで、介護保険料や保険給付費の上

昇を抑制することにつながるという点もありますので、給付と保険料のバランスとい

う観点から慎重なる検討の必要があると考えております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） ２０１５年の改正があったときに、サービスの利用が減ったと、

３.８％ぐらい減ったという話です。その後、２０１８年にもありましたよね。それ

からそれをベースに計算をすると、例えば、今回、想定でしかないんですけれども、

今回のこの改定が行われた場合に、どのぐらいに影響が出るかというのは、試算はさ

れていますか、伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 大変申し訳ありません。そこまでの試算はできておりま

せん。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 確かにこれは難しい計算です。試算できていないというのは当

たり前の話だと思います。そのことに対して私は何も文句を言うつもりはないんです

けれども、ただ、先ほど気になった言葉が、介護給付を抑えることによって保険料が

抑えられるような発言がありました。じゃ、何のためにこの介護保険というのは始ま

ったんですか。 

   平成１２年４月に始まったときに言われたのは、家族介護から社会全体で支える介

護ということで、この介護保険制度は始まったと私は理解します。ところが今回のこ

の改正、答弁の中にあった２０１５年、２０１８年の改正なんかも通じて見てくると、

介護保険以前の状況にまた、介護保険が始まる以前の本当に劣悪な状況になってしま

うんじゃないかと思いました。保険料は取られる、介護サービスを受けられない、そ

ういう状況が生まれていくんじゃないですか。それに対して村はどういうふうにお考

えになりますか、伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 再質問にお答えいたします。 

   確かに平成１２年介護保険制度が始まった頃は、社会全体で支える制度ということ

で、介護保険が始まったと認識しております。ただ高齢者も増え、給付費も増え、や
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はり一定所得以上を持った方には、相応の負担もこれは致し方ないのかなと思います。

その分、低所得者の保険料のほうの低減をするということでございますので、今後も

この介護保険制度が住民にとって非常に大切な制度であるように村のほうといたして

も努力したいと思っております。 

◎休憩の宣告 

○議長（真船正晃君） ただいま、１３番上田秀人君の一般質問の途中でありますが、こ

れより午後２時２０分まで休憩いたします。 

（午後２時００分） 

◎再開の宣告 

○議長（真船正晃君） 再開いたします。 

（午後２時２０分） 

○議長（真船正晃君） 一般質問に入る前にご報告いたします。 

   １２番藤田節夫君が通院のため退席いたしました。 

   それでは引き続き一般質問を続行いたします。 

   １３番上田秀人君の一般質問を許します。１３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 先ほど答弁の中で気になったのが１点、高齢者が増えていくこ

とによって致し方ないという言葉を使われたというふうに記憶しています。高齢者の

方が急に増えるわけじゃないと思うんです。以前も多分この場でお話したような気が

するんですけれども、平等にみんな１年ずつ、１歳ずつ歳を取っていく、それによっ

て高齢化につながっていくわけです。ですから、以前からこのことというのは分かっ

ていたはずなんです。 

   平成１２年４月にその介護保険が始まるときにも、そのことは十分認識されて、こ

の介護保険制度というのは始まったと思う。唯一私はこの介護保険制度について認め

ているのは、家族介護から社会全体で支える介護ということで、その部分だけは認め

て、それに伴う費用というのはある程度負担は致し方ないんだろうなというふうには

思っていたんですけれども、こうなってくるともう致し方ないとか、そういうレベル

ではないなというのは考えます。 

   今、国は少子化対策でかなり大きな予算を計上したり、いろいろやっています。子

育て支援に関して、私反対するつもりはございません。ただ、子どもにそれだけ予算

をかけるのであれば、将来的に子どもさんもやはり高齢化にはなっていくわけですか

ら、その先の先を見越しての予算措置をすべきではないかなというふうに考えます。 

   これも以前お話しましたように、国が考える少子化対策というのは、いわゆる経済

対策の一つだと私はここで指摘をしたことがございます。子どもが増えれば、子ども

に関する消費が増える、保護者の方もいろんなものを買ってあげる。じいちゃん、ば

あちゃんも何か買ってあげる。私もじいさんの端くれなんで、孫が来れば何か買って

あげたいなというふうに思って、消費につながっていく。そういう経済的な部分を国

は重視しているんじゃないんですかというお話をした。高齢化になってくると、私も

そうですけれども、やはり自分のものというのは、いいかと我慢するようになってく
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る。これ、ちょっと我慢すればいいよねみたいな感じで、だから消費にはつながらな

い。そういった経済的なデメリットが見えてくるから、高齢者に関しては、その負担

を強く押しつけてくる部分もあるのかなというふうに思います。そこで伺いたいと思

うんですけれども、今回この介護サービスの改定が行われた場合です。施設や介護職

の方へはどういう影響が考えられるかお示しください、伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 上田議員の質問にお答えいたします。 

   介護サービスの改定による施設、介護職の方への影響はどのようなことが考えられ

るかということでございます。考えられます影響といたしましては、利用者負担が増

えれば、先ほど申し上げましたように必要な介護サービスの利用控え、そういったも

のにつながる懸念もございます。そうなりますと、生活機能の悪化が懸念されるとい

うことも考えられます。このことによりまして、介護サービス事業所など、施設関係

では稼働率が低下したり、そういった可能性もあると考えております。 

   その結果、事業所の収入の減少、そこで働く介護職の方の処遇悪化、さらに介護人

材不足に陥るといった可能性も考えられますが、そのようなことにならないよう制度

改正ついては国に対しても本当に節に検討していただきたいと思いますけれども、高

齢者の生活を支える公平かつ長期にわたり持続可能な介護保険制度になるよう目指し

ていただきたいと考えています。村におきましても、社会全体で支える介護保険とい

うことで、住民にとって使い勝手のよい介護保険制度になりますように、村のほうで

できるものについてはいろいろ検討していきたいと考えておりますので、ご理解いた

だきたいと思います。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） ただいま答弁いただいたんですけれども、まず今課長が答弁さ

れたように、介護サービスの利用料が引き上げられれば、まずサービス利用の控えが

発生するだろうなというのは私も予想するところです。それによって答弁のあったよ

うに施設は収入が減る。それによって施設の閉鎖というのも考えられる。平成１３年

か１４年ぐらいに、鳴り物入りで介護保険が始まったときに、１年、２年ぐらいには

そういう業者がいきなり撤退したというのがありました。始まる前まで本当にテレビ

コマーシャルまでばんばん流してやったんですけれども、実際に蓋を開けてみたら、

もう１年、２年で本当に業者が撤退していったということも記憶にあります。 

   ですから、またそういうことが起きてしまうんじゃないかなというふうに思います。

それと、介護職においては、施設における配置基準というのが、今これもまた見直し

が検討されています。現在でも人手不足はもう顕著に表れている。これがますます拍

車がかかってしまうんじゃないかと思うんです。今の国が認める介護報酬に関しては、

高齢者３人に対して１人の介護職というふうになっていますよね。でも実際の施設の

現状を見てみますと全然そのままでは間に合わないということで、高齢者２人に対し

て介護職１人で対応しているというのが今の実情だと思うんです。そういう本当に切

迫している部分がさらに厳しくなってくるんじゃないかと思うんです。ましてや、今
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後ますます介護を必要とする方が重篤化してくる場合が考えられるので、さらに人手

が必要になってくる。介護職を増やせば増やすほど、運営者のほうは介護報酬が減っ

てくる。圧縮しなければいけない。それによって介護職に就いている方の手当がさら

に減ってしまう。まさに負の連鎖が起きてしまうと考えますけれども、いかがお考え

になりますか、伺います。 

○議長（真船正晃君） 健康推進課長。 

○健康推進課長（添田真二君） 上田議員の質問にお答えします。 

   確かに本当に難しい問題でございます。そこの介護で働く人の給料を上げれば、ま

た介護保険料に跳ね返ってくる。事業の収入が減少すれば、その人の負担も増えてし

まう。本当に難しい課題であると考えております。村としても、やはり住民にとって

使い勝手のよい介護保険制度になるようできることは考えていきたいと考えておりま

す。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 先ほど１２番議員の質問に対しての答えの中で、いわゆるホテ

ルコストの部分のお話ありました。今、村の土地を貸して、その収入を基金に積み立

てて、そのお金をどうのこうのという話、土地の使用料について、基金の積立てをし

て、そのホテルコストの部分とか何とかと話がありましたけれども、本当にそういう

細かいところまで全部村は見直しをすべきじゃないかなと思うんです。 

   いかに村内の高齢者の方を村が守っていけるか。村内の高齢者の方がいかにこの西

郷村で安心して暮らせるか。そういう姿を見せることによって、いわゆる少子化の防

止にもほんの少しでも貢献できるんじゃないかなというふうに思います。 

   それと村長においては、全然違う話ししますけれども、国で今Ｆ－３５統合打撃戦

闘機というんでしたか。Ｆ－３５という戦闘機、百何機だか、今買う予定にしていま

すよね。発注したのかな、もう。これＦ－３５Ａとかというやつ、垂直離発着ができ

るとか、滑走路が短くて済むよとかというちょっと安いタイプだというんですけれど

も、これが１機、たしか９０億円ぐらいの値段がするんです。さきも話しましたよう

に、これ、１０機も買わなかったら、国が言う８００億円、十分賄えると思うんです。

突然変な話をするんですけれども、この戦闘機を買うことによって戦闘機を買っただ

けじゃない。運行経費も出さなきゃいけない。それを負担していかなきゃならない。

ということは、１０機買わなくても、十分介護保険の改正をしなくてもやっていける。

そういったことを頭に入れながら、各会議においてきちんと介護保険制度について

国・県の負担を果たすように強く求めるべきだと考えますけれども、いかがでしょう

か、伺います。 

○議長（真船正晃君） 村長、髙橋廣志君。 

○村長（髙橋廣志君） お答えいたします。 

   審議会１２月７日で打切りということを、先ほど議員のほうからお話がありました。

それを想定していろいろ検討してきましたけれども、いずれにしても利用料の負担や

高所得者の介護保険料引上げ、さらには物価高の影響などにより、高齢者の負担はま
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すます増えることが予想されます。村としては高齢者の生活への影響を可能な限り抑

えるため、介護給付準備基金取崩し、介護保険料の上昇を抑制していきたいと考えて

おります。 

   また、先ほど１２番議員にもお話しさせていただきましたけれども、現在進めてい

る平成会、賃貸している村有地の土地代を基金化し、それを利用した高齢者福祉に対

する村独自の助成制度について検討していきたいと考えております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 最後に課長にお願いしておきたいなと思うんですけれども、い

わゆる私でも厚労省の資料なんか見ることできます。そういった資料を見ることによ

って、いろんな情報が早く分かってくる部分もあります。そういう情報を早く取って、

なるべく早急に村の高齢者の方のためにいろんな策を講じていただきたいなというふ

うに申し上げをして、次の質問に入りたいと思います。 

   続いて質問の３点目といたしまして、村道の維持管理についてということでござい

ます。 

   １点目の村道の路肩法面の管理について、グラウンドカバープランツによる管理を

行うべきではないかと考えますが、いかがですかということなんですけれども、グラ

ウンドカバープランツって初めて使う言葉です。これはいわゆる草丈の短い植物で地

面を覆うことによって雑草を抑える。私も農業やっている中で、マルチ麦という麦が

あるんですけれども、いわゆる雑草と抑えるためにその麦をまいて、その麦がある程

度伸びると、自動的にというか自然に倒れて、草を生えないように覆ってしまうとい

うマルチ麦なんていう種類もあって、そういうのも一回やったことがございます。 

   そういうもので路肩の雑草を抑えることができるのであれば、いわゆる草刈り作業

の省力化、さらには景観の保全にもつながると思うし、よく私ここでお話ししている

除草剤の使用もしなくても済むんじゃないかというふうに考えますけれども、村の考

えはいかがでしょうか、伺います。 

○議長（真船正晃君） 建設課長。 

○建設課長（相川 晃君） 上田議員のご質問にお答えをいたします。 

   ご質問は村道の路肩や法面においてグラウンドカバープランツ、植物を活用した道

路の維持管理を行うべきではないかとのお尋ねでございます。 

   議員おただしのグラウンドカバープランツとは、地面を被覆する性質を持つ植物の

ことで、この植物で土壌表面を覆うことにより、他の雑草の侵入や生育の繁茂が抑制

され、除草作業の省力化、費用の軽減、並びに景観対策として視覚的メリットなど、

そのほか法面等においても表面を風雨から守り、根が地中に張ることで、土壌流出抑

制や法面崩落等の予防にもつながるものとして、他自治体においては農業施策の一環

として、田んぼの畦畔や水路脇の法面等及び公共工事、自治体建物や施設周辺の緑化

対策として活用され、管理の省力化や軽労化、景観保持が図られている事例というも

のを確認しております。 

   村における村道等の維持管理としての除草業務は、雑草の繁茂による交通標識等の
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視距確保や、道路交通の安全確保、通行車両からの視認性の確保、景観の保全を図る

上で重要と考えております。また、植栽地等においても雑草を放置すると樹木の生育

が阻害され、枯損、病害虫の発生、さらには景観が悪化などの問題など、様々な理由

により村道の路肩、法面及び植栽地等を含め除草管理は必要不可欠なものと考えてお

ります。 

   現在、村道の除草につきましては、職員による自主施工、シルバー人材センターへ

の委託や事業者のボランティア、村に登録された道路河川愛護団体のご理解とご協力

により実施されているところでありますが、村内一円に対応することが困難な状況と

なっております。 

   また、議員おただしのとおり、村では通学路等において、除草剤の使用を極力お控

えいただくことをお願いする状況であります。今後も引き続き、快適で安全な道路環

境の維持とコスト縮減を視野に入れた維持管理を図るためには、除草作業の効率化と

雑草抑制対策を図る上でグラウンドカバープランツは有効であると考えております。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 今回質問するに当たって、私もグラウンドカバープランツとい

う言葉を村内の方から教えていただいて、この資料も頂いたんです。通告を出したら、

担当課のほうからこういう資料を頂いて、なるほどなと、詳しい方もいらっしゃるん

だなというのと、担当課の対応の早さには驚いた部分がございます。 

   今回、質問するに当たって、いろいろ調べてみましたけれども、いわゆる全国各地

でこれは取り組まれていると。特に田畑の畦畔など、多く取り入れられているという

のが、資料から読み取れる部分でございます。種類によってはきれいな花を咲かせる

植物もあるということで、その花を楽しめる部分もあるなというふうに思います。 

   １０月ですか、東京で観光イベントがあって、ちょっと参加させてもらったんです

けれども、いわゆる旅行会社のエージェントの方が、県内の各市町村が行っていたん

ですけれども、旅行社のエージェントが最初に飛びつくのが、後ろに貼ってある写真

とか、きれいな花のところにすぐ飛びつくんです。例えば喜多方市だとしだれ桜の写

真、平田村だと芝桜の部分、そこにばっと最初に飛びついて、いろいろお話をしてい

るというのが目に留まりました。西郷村は、残念ながらそういう写真がなくて、ちょ

っとエージェントの方がなかなか遠回しに歩いていくのが目に留まっていたんですけ

れども、ぜひそういうところをつくったらどうなのかななんて考えているときに、こ

の話を伺ったんで今回質問に取り上げたんですけれども、雪割橋、今、新しく架け替

えになった。こちら側から行くと、法面は大きく見える部分がある。あそこは私の住

んでいる地区なもんですから、一斉清掃のときに、法面はどうやって草刈るんだと、

あそこを刈るのは非常に大変だぞという話をしていたら、業者の方がきれいに刈って

くれて、ああよかったねという話はしたんですけれども、雪割橋って紅葉の時期しか

お客さんは来ないんです。あの法面にこのグラウンドカバープランツを施工すること

によって、それぞれに花が咲くように仕向けたら、それこそやはり観光客の方が多く

来てくれるんじゃないかなというふうに考えています。 
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   そういったのもあるし、今申し上げましたように、業者の方が草刈りをやってもら

うと委託に対しての経費も出てくる。そういったもののもろもろを考えたときに、や

はり省力化、経費削減、またもう一つの観光客の誘致ということで、実施すべきだな

と考えますけれども、もう一度確認します、いかがですか。 

○議長（真船正晃君） 建設課長。 

○建設課長（相川 晃君） お答えをいたします。 

   議員からの、私、質問というよりご提案として受け止めておりますけれども、村と

してもグラウンドカバープランツというものが除草作業の省力化とかにつながる。ま

たは費用の軽減等につながるということで、非常に有効であると考えておりまして、

ただいま議員からありました雪割橋の法面とか、あそこは非常に傾斜もありまして、

業者を頼まないとなかなか整備することが難しい状況にありますので、そういうとこ

ろにいち早く手を入れることにより、費用の低減というものは図れるのかなと思って

おります。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君。 

○１３番（上田秀人君） 取り入れていきたいという方向を今示されたんですけれども、

これを取り入れるに当たって、やはり地域の方に広く呼びかけをして、協力を仰いだ

らどうなのかなと思うんです。やはり花の好きな方もいらっしゃるだろうから、ぜひ

参加したいよという方いらっしゃると思うんです。そういったことをすることによっ

て、その地域のコミュニティー、雪割橋、今話ししていますけれども、ほかの地区に

おいてもそういう呼びかけをしてこのグラウンドカバープランツをすることによって、

地域のコミュニティー、再構築できるんではないかと考えます。それによって、先ほ

ど質問の中で申し上げた高齢者の見守りとか、介護保険、介護予防とか、そういった

事業にもある程度つながる部分があるのかなというふうに申し上げまして、さらにそ

ういったことに詳しい職員の方もいらっしゃるんでしょうから、そういった方から知

恵をいただきながら、ぜひ実施すべきだと申し上げて質問を終わります。 

   以上です。 

○議長（真船正晃君） １３番上田秀人君の一般質問は終わりました。 

   ここで１５番矢吹利夫君の通院による遅参の届出について、本日の日程に入る前に

報告いたしましたが、先ほど欠席の届出がありましたので、改めてご報告いたします。 

◎散会の宣告 

○議長（真船正晃君） 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

   明日１２月１２日は定刻から会議を開き、一般質問を行います。 

   本日はこれにて散会いたします。ご苦労さまでした。 

（午後２時４３分） 
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